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芝地区総合支所管理課 

 

議案第１００号 指定管理者の指定について 

（港区立神明保育園） 

 

１ 施設名称等 

施設名称 所在地 

港区立神明保育園 東京都港区浜松町一丁目６番７号 

 

２ 事業者選定の経過 

  港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会で 1 事業者を選考した後、

港区指定管理者選定委員会の審議を経て指定管理者候補者を決定しました。

応募事業者は、４事業者でした。 

 

（１）港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会 

 氏   名 役  職  等 

委 員 長 岡田 耕一 聖徳大学 名誉教授 

副委員長 

横尾 恵理子 

（令和８年３月３１日まで） 
港区芝地区総合支所長 

野口 孝彦 

（令和８年４月１日から） 

委  員 安梅 勅江 
筑波大学大学院 

人間総合科学研究所 教授 

委  員 石井 章仁 

大妻女子大学 

家政学部児童学科児童学専攻 

教授 

委  員 宮内 宏之 
港区子ども家庭支援部 

保育課長 

 

（２）選考委員会の開催状況 

回 数 開催年月日 審議内容 

第１回 令和８年２月９日（月） 

公募要項について 

第一次審査・第二次審査（審査方

法、選考基準）について 

令和８年９月１５日 資料№１４   
保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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第２回 令和８年６月１６日（火） 

第一次審査通過事業者の決定につ

いて 

第二次審査基準について（プレゼ

ンテーションについて） 

第３回 令和８年７月３日（金） 

第二次審査（プレゼンテーション・

ヒアリング）の実施について 

事業候補者によるプレゼンテーシ

ョン及び質疑応答 

ア 事業者Ａ 

イ 事業者Ｂ 

第二次審査採点及び事業候補者の

選考について 

 

（３）港区指定管理者選定委員会 

   令和８年７月２４日（金）に開催された令和８年度第３回港区指定管理者

選定委員会にて、港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会で選考さ

れた事業者が、指定管理者候補者として選定されました。 

 

３ 選定された事業者 

名 称 株式会社日本保育サービス 

代表者 代表取締役 坂井 徹 

所在地 東京都港区港南一丁目２番７０号 

 
４ 指定期間 

  令和９年４月１日から令和１９年３月３１日まで（１０年） 

 

５ 選定の理由 

（１）大規模保育園の管理・運営実績が豊富であり、指定管理者として公共の施

設の管理・運営を複数の自治体で長期にわたり継続しており、高く評価でき

ます。 

（２）本部のバックアップ体制が充実しており、組織において情報共有の徹底が

図られていることが、高く評価できます。 

（３）職員配置について、職員の経験年数や勤続年数が安定しているため、安心

して施設運営を任せられることができる点を高く評価しています。 

（４）提案書において、安全対策に関する管理体制やリスク管理、地域や関係機

関との連携についての記載が充実しており、高く評価できます。 

（５）施設長候補者は、保育について明確な考え方を持っており、質疑に対する

回答も具体的で、今後安心して園運営を任せることができる点を高く評価

しています。 
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６ 今後の予定 

  令和９年４月１日 指定管理者による管理運営の開始 
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はじめに 

 

 本報告書は、港区立神明保育園の指定管理者候補者を選考するに当たり、「港区立神明保

育園指定管理者候補者選考委員会」における審査の経過及び結果について報告するものです。 

 

 港区が定めた「港区指定管理者制度運用指針」では、民間事業者等が持つノウハウやアイ

デア、専門性などを活用することにより、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や

効率的で効果的な区民サービスの提供が可能となる施設については、積極的に指定管理者制

度の導入を進めるとしています。 

「港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会」は、このような視点を踏まえた上で、

保育園の設置目的を最大限に活かし、効率的・効果的に区民サービスを提供することができ

る候補者の選考を行いました。 

審査に当たっては、常に厳正さと公正さを確保するとともに、委員会として委員の総意の

下に結論を導き出すよう努めました。 

 

港区立神明保育園指定管理者候補者には、４事業者から応募があり、様々な提案を受ける

ことができました。いずれの提案も現状の課題を的確に捉え、かつ、将来を見据えた大変優

れた提案であったため、選考作業は困難を極めましたが、指定管理者を公募した目的が十分

達成されたものと大変喜ばしく感じています。 

応募いただいた事業者の皆様には深く感謝するとともに、選ばれた事業者には、港区立保

育園条例に定める目的の達成に向け、指定管理者として十二分に力を発揮されることを強く

期待します。 

 

 

 

令和８年７月３日 

 

 

 

港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会 

委員長 岡田 耕一 
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Ⅰ 選考した指定管理者候補者について 

  

１ 指定管理者候補者 

名 称 株式会社日本保育サービス 

代表者 代表取締役 坂井 徹 

所在地 
東京都港区港南一丁目２番７０号 

品川シーズンテラス５Ｆ 

 

２ 対象施設 

施設の名称 所在地 

港区立神明保育園 東京都港区浜松町一丁目６番７号 

 

３ 指定期間  令和９年４月１日から令和１９年３月３１日まで（１０年） 

 

４ 選考の理由 

（１）大規模保育園の管理・運営実績が豊富であり、指定管理者として公共の施設の管理・

運営を複数の自治体で長期にわたり継続しており、高く評価できます。 

（２）本部のバックアップ体制が充実しており、組織において情報共有の徹底が図られて

いることが、高く評価できます。 

（３）職員配置について、職員の経験年数や勤続年数が安定しているため、安心して施設

運営を任せられることができる点を高く評価しています。 

（４）提案書において、安全対策に関する管理体制やリスク管理、地域や関係機関との連

携についての記載が充実しており、高く評価できます。 

（５）施設長候補者は、保育について明確な考え方を持っており、質疑に対する回答も具

体的で、今後安心して園運営を任せることができる点を高く評価しています。 
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Ⅱ 選考経過について 

 

１ 選考の方法  

（１）第一次審査 

応募法人から提出された申請書類及び計画書類について、財務関係書類、基本的事項

の適格審査、計画書類に対する評価をもとに総合的な審査を行い、第一次審査通過者と

して２事業者を選考しました。 

（２）第二次審査 

第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション及びヒアリングを行い、（第一次審

査と第二次審査とを合わせた）総合評価により指定管理者候補者を選考しました。 

 

２ 選考委員会の構成 
 

委 員 長 岡田 耕一 聖徳大学 名誉教授 

副委員長 

横尾 恵理子 

（令和８年３月３１日まで） 
港区芝地区総合支所長 

野口 孝彦 

（令和８年４月１日から） 

委  員 安梅 勅江 
筑波大学大学院 

人間総合科学研究所 教授 

委  員 石井 章仁 
大妻女子大学 

家政学部児童学科児童学専攻 教授 

委  員 宮内 宏之 港区子ども家庭支援部保育課長 

 

３ 公認会計士  

井上 大輔 株式会社港公会計 
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４ 選考の進め方 

 

応募書類提出（申請書・財務諸表・管理運営計画書等） 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜第一次審査＞ 
 

１ 全事業者の財務状況の調査・分析を行い、可（安定的に経営基盤を有している）

若しくは不可（安定的に経営基盤を有していない）で評価します。 

２ 全事業者の資金計画の調査・分析を行い、Ａ（特に優れている）～Ｅ（劣ってい

る）までの５段階で評価します。 

３ 事業者ごとに、選考基準の各項目に対応した配点に基づき、各選考委員が書類審

査を行い、採点します。 

４ 公認会計士による財務状況分析等に基づく評価と、各選考委員による書類審査の

合計得点により総合的な審査を行い、概ね上位３者程度を第一次審査通過者としま

す。 

 

 

 

＜第二次審査＞ 
 

１ 第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション（各事業者１０分以内）及びヒ

アリング（各事業者２０分程度）を行います。 

２ 全てのプレゼンテーションとヒアリングが終了した後、各選考委員による審査項

目を中心とした評価を行い、採点します。 

３ 第一次審査と第二次審査の点数を合計し、指定管理者候補者を選考します。 

公認会計士による財務状況等の調査・分析を行い、財務状

況評価は可若しくは不可、資金計画評価はＡ～Ｅの５段階

で評価します。 

選考委員による書類審査 

プレゼンテーション及びヒアリング、計画書等の総合評価 
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５ 選考委員会等の開催状況及び経過 

（１）第１回選考委員会 

日 時  令和８年２月９日（月曜日） 午後６時～午後７時１５分 

場 所  オンライン会議 

議 題  公募要項について 

     第一次審査・第二次審査（審査方法、選考基準）について 

 

（２）公募手続 

ア 公募要項説明会      令和８年２月１６日（月曜日） 

イ 現地見学会            ２月１６日（月曜日） 

ウ 申請受付             ２月１６日（月曜日）～５月２２日（金曜日） 

エ 質問書受付            ２月１６日（月曜日）～３月３日（火曜日） 

オ 質問への回答           ３月１７日（火曜日） 

 

（３）第２回選考委員会(第一次審査) 

日 時  令和８年６月１６日（火曜日） 午後７時～午後８時１５分 

場 所  オンライン会議 

議 題  第一次審査通過事業者の決定について 

     第二次審査基準について（プレゼンテーションについて） 

 

 

（４）第３回選考委員会（第二次審査） 

日 時  令和８年７月３日（金曜日） 午後５時～午後７時 

場 所  港区役所 ９１３会議室 

議 題  第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の実施について 

事業候補者によるプレゼンテーション及び質疑応答 

      ア 事業者Ａ 

      イ 事業者Ｂ 

     第二次審査採点及び事業候補者の選考について 
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Ⅲ 選考対象者について 

No. 事業者の名称 所在地 

１ 
事業者Ａ 

（株式会社日本保育サービス） 

東京都港区港南一丁目２番７０号 

品川シーズンテラス５Ｆ 

２ 事業者Ｂ ― 

３ 事業者Ｃ ― 

４ 事業者Ｄ ― 

 
  

Ⅳ 選考結果について 

 

１ 第一次審査 

（１）財務状況分析等について  

   公認会計士による財務状況調査分析等報告書に基づき説明がありました。 

ア 財務状況評価 

各法人から提出された財務諸表（決算報告）を基に、財務規模、収益性、安全性に

ついて、数値及び比率分析等により、安定的に継続して指定管理業務を行うことがで

きるか否かを、可若しくは不可の絶対評価を行いました。 

  イ 資金計画評価 

各法人から提出された資金計画書を基に、資金・収支計画の正確性、安全性、収支

見込の妥当性、運転資金調達の確実性、事業計画との整合性、経費見積もりの妥当性

などについて数値及び比率分析により、Ａ～Ｅの５段階総合評価を行いました。 

 

（２）選考基準表に基づく採点  

選考委員ごとに評価した点数を合計し、全委員が採点した点数の合計による選考を実

施しました。 
 

順位 事業者の名称 
財務状況 

評価 

資金計画 

評価 

合計点数 

（1,025 点満点） 

１ 
事業者Ａ 

（株式会社日本保育サービス） 
可 Ｃ 736 点 

２ 事業者Ｂ 可 Ｂ 703 点 

３ 事業者Ｄ 可 Ｃ 620 点 
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４ 事業者Ｃ 可 Ｂ 606 点 

 

※ 財務状況評価基準  

可（安定的に経営基盤を有している）、不可（安定的に経営基盤を有していない） 

※ 資金計画評価基準 

   Ａ：特に優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや劣っている、Ｅ：劣っている 

 

（３）選考経過 

各委員が各候補者の提案内容の評価について意見交換を行いました。 
 

事業者の名称 委員の意見 

事業者Ａ 

（株式会社日本保育サ

ービス） 

・提案書は具体的な提案が記載され、読みやすかった。 

・指定管理含め、保育園運営の実績が多くある。 

・地域全体との連携による事業展開について、しっかりと

提案がされていた。また、安全対策に関する管理体制や

リスク管理について、提案書に多くの記載があった。 

・障害者法定雇用率を達成している。 

事業者Ｂ 

・提案書は読みやすいが、具体性にやや欠ける。 

・民設民営の保育園を多く運営しているが、指定管理に熟

達しているわけではない。 

・職員体制について、経験年数が少ないスタッフの配置が

やや目立つが、副園長候補者に園長経験が多い。 

事業者Ｃ 

・病院や高齢者向けのサービス実績がメインであり、保育

園の運営実績が少ない。 

・副園長候補者に副園長経験が無く、職員配置についても

非正規職員が他の事業者と比べやや多い。 

・再委託する事業について、記載が少ない。 

事業者Ｄ 

・提案書における職員体制が厳しい。 

・受託経費の見積金額が低く、また資金計画にも１０年間

同じ金額が記載されていた。 

・ハラスメント対応や職員定着のための ICT 活用に関して

の提案がしっかりしていた。 
 

    以上の点を総合的に勘案して、採点集計表の順位のとおり上位２事業者を第一次審

査通過者としました。 
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２ 第二次審査 

（１）プレゼンテーション及びヒアリング 

第一次審査通過者が１０分のプレゼンテーションを行った後、管理運営計画書及びプ

レゼンテーションの内容に基づき２０分のヒアリングを行い、選考基準により審査しま

した。 

  

（２）採点結果 

選考委員ごとに評価した点数を合計し、全委員の採点した点数の合計と第一次審査の

合計点を合算した総合点数を基に順位付けしました。 
 

順位 事業者の名称 

総合点数 

（1,525 点

満点） 

第一次審査点数 

（1,025 点満点） 

第二次審査点数 

（500 点満点） 

１ 

事業者Ａ 

（株式会社日本保育サ

ービス） 

1,111 点 736 点 375 点 

２ 事業者Ｂ 1,078 点 703 点 375 点 

 

（３）選考経過 

各委員が第一次審査通過２事業者の管理運営計画書及びプレゼンテーションの内容

の評価について意見交換を行いました。 

事業者の名称 委員の意見 

事業者Ａ 

（株式会社日本保育サ

ービス） 

・園長候補者に明確な保育への考え方が感じられ、質疑に

対する回答も具体的だった。 

・本部の「保育園におけるマネジメント層を育てようとす

る姿勢」が感じられなかった。 

・現場への本部のサポートが充実している。 

・大規模複合施設という特性を踏まえた管理・運営が可能

であると感じられた。 

事業者Ｂ 

・法人の安定した経営は評価できる。 

・本部と保育園の現場に一体感がある。 

・誰でも通園制度の捉え方などにも明確に言及していた。 

・大規模保育園を運営していくという視点がやや足りなか

った。 
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Ⅴ 最終選考結果について 

 

最終選考結果 

選考基準に基づき最も高い総合評価を与えられるのは、「株式会社日本保育サービス」

です。選考委員会の総意として、「株式会社日本保育サービス」を港区立神明保育園指定

管理者候補者として選考します。 
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会  議  名 第１回港区立神明保育園指定管理候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年２月９日（月曜日） 午後６時から午後７時１５分まで 

開 催 場 所      オンライン会議 

委   員      

（出席者）５名 

岡田委員長、横尾副委員長、安梅委員、石井委員、宮内委員 

（欠席者）なし 

事 務 局      
芝地区総合支所管理課長 野口 

施設運営担当係長 松井、管理係 金沢 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ 委員委嘱 

３ 委員の紹介 

４ 委員長、副委員長の選出 

５ 議題審議 

議題１ 公募要項について 

 議題２ 第一次審査・第二次審査（審査方法、選考基準）について 

６ 今後のスケジュールについて 

７ 閉会 

配 付 資 料      

資料１  港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会設置要綱 

資料２  港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会委員名簿 

資料３  港区立神明保育園指定管理者公募要項（案） 

資料４  港区立神明保育園指定管理者公募要項様式集（案） 

資料５  業務基準書（案） 

資料６  第一次・第二次審査の進め方（審査フロー図）（案） 

資料７  港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会 

第一次・第二次審査選考基準・採点表（案） 

資料８  選考スケジュール（案） 

参考資料  港区立神明保育園パンフレット 

      港区立神明保育園図面 

 会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 委員委嘱について 

 （委嘱状は郵送交付） 

 

【会議録】 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

３ 委員の紹介 

 （全委員自己紹介） 

４ 委員長、副委員長の選出 

（互選により岡田委員を委員長に選出。副委員長は「港区立神明保育園指定

管理者候補者選考委員会設置要綱」に基づき、芝地区総合支所長とする。） 

 

５ 議題審議 

議題１ 公募要項（案）について 

議題２ 第一次及び第二次審査選考基準・採点表（案）について 

 

（配布資料の確認後、議題１、議題２について説明） 

 

ここで事務局から資料の修正をさせてください。第二次審査は、第一次審査

通過者に対してプレゼンテーションを各事業者 15 分程度、およびヒアリング

を各事業者 15 分程度行うと記載していますが、プレゼンテーションよりも委

員の先生方からのヒアリングの時間を長くとりたいと考えているため、プレゼ

ンテーションを各事業者 10 分以内で、ヒアリングを 20 分程度とさせていただ

きたいと考えていますが、よろしいでしょうか。 

また、第一次審査と第二次審査通過者に最低基準を設ける必要があります。

区では通常、最低基準を満点の 60%で設定していますが、今回の公募に当たっ

ても同様に 60%として設定してよいかどうか。また、応募してきた事業者が 1

者の場合でも、その 1 者が妥当かといった観点で審査を行い、再度公募は行わ

ないということでよろしいか、ご意見をいただきたいと思います。 

また、今回の神明保育園の公募で、現在の指定管理者の管理運用実績の評価

結果を今回の評価点数に反映させることについてもご意見いただきたいと思

います。 

 

ただいま事務局の方から、いくつかの審議事項をいただきました。先に審議

しておきたいと思いますが、第二次審査のプレゼンテーションは、「プレゼン

テーションを 10 分以内、それからヒアリングを 20 分とする」という点は、こ

の通りでよろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

次に、第一次審査・第二次審査通過者に対する最低基準を 60%と決めると

いうことについて、こちらもよろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

それから２点目ですが、応募事業者が１者だった場合も事業者がふさわしい
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委員長 

 

 

 

委員Ｂ 

 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｂ 

 

委員長 

 

委員Ｂ 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

事務局 

 

 

かどうかという観点で審議を行うということでよろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

それから３点目は、公募要項の 26 ページ、現指定管理者の評価結果を公募

選考へ反映することについて、委員の皆さんにご意見をいただければと思いま

す。 

 

その前に応募が 1者だった場合に、その 1者が 60%を満たさなければ、新た

に公募するかどうかということを決めた方がよろしいのではないでしょうか。 

 

つまり、１者のみが応募してきて、その１者が 60%に満たない場合、その場

合どうするかということについてですが、これは区で何か規定がございます

か。 

 

今回 60％に決めるというのは、指定管理者としての最低の基準を 60％と定

める意味合いを持っていますので、1者応募で 60％を満たさない場合について

は、「任せることが適さない事業者だった」ということにならざるを得ないと

思っています。 

60％は、選考する上での最低ランクとして定めていただくものだと考えてい

ますので、1者応募で 60％満たさない場合は「任せるに値しない事業者という

結論が出た」というふうに受け止めて、再度募集をかけ直したいと考えます。 

 

わかりました。 

 

それでは、この現評価結果の公募選考への反映についてです。 

 

私は、重み付けは必要ないと思います。現在のところがしっかりとしてい

れば、おのずと選ばれるわけですし、重みづけしなくてはならないような状

態であればあまり良くない可能性もあるということなので、必要ないと考え

ます。 

 

1 ページの指定管理者制度導入の趣旨というところに「指定管理者を広く

募集します」と書かれているので、広く募集するということを考えるとご指

摘の通り、公平に応募してもらうということが必要かと思います。事務局か

ら何か説明がございましたらどうぞ。 

 

今回お諮りしたこの加減点制度について、背景をご説明させていただけた

らと思います。 

令和 5年に指定管理者制度の公募の方法について、区全体として見直しを
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委員長 

 

委員Ｃ 

 

委員Ｄ 

 

 

 

 

委員長 

 

行い、事業者や先進事例のヒアリングなどを実施しました。その際に、今は

事業者が自治体を吟味する時代になっているということがわかりました。指

定管理者に選ばれて、その任された 10 年間の内容がよければ、次に繋がるア

ドバンテージがあるという制度を見せることで、応募意欲を掻き立てようと

いう趣旨で作ったものでございます。 

しかしながら、加減点は第一次審査の評価点の 3％ないし 5％なので本当に

参入意欲があって、また技術力もスタッフ力もある企業が応募したときは、

そのアドバンテージを超えられるということも考えております。ただ、「それ

ぞれの施設にこの加減点制度を導入することが適するか適さないか」という

ことも含めて選考委員会にご議論いただくことですので、神明保育園に適用

するか否かはここで決めていただけたらと思っております。 

 

今の趣旨を踏まえて、ご意見いただければと思います。 

 

今の事務局からの説明だと、一次審査点を加点の材料にするというのが腑

に落ちなくて、今までの実績に応じて、例えば退職が多いとか、何か監査に

引っかかるようなことが毎年起こっているとか、そういう情報の方が欲しい

という感じがします。前の実績ではないわけだから、一次審査点に加減をか

けるというのはちょっと違うと思います。 

 

私の説明が足らず申し訳ございませんでした。過去 3年間の実績につきま

して、区では 1年間ごとに指定管理施設評価表というシートを作っておりま

す。それは指定管理者側のチェックシートであり、同時に私どものチェック

シートでもあります。その中で 1年ごとに SABC という 4段階評価をしており

ます。サービス向上の取り組みをしたかとか、職員配置がしっかりできてい

るか、人材育成に取り組んだかとか、そういう要素も込みで 1年間ごとに評

価し、それを 3ヶ年分、SABC の評価の平均をとったものを加点に反映させよ

うということです。 

 

今の事務局の説明を受けていかがでしょうか。 

 

今の説明であればいいかなという感じはしました。 

 

私はアドバンテージというところもわかりますが、それも含めて提出され

た提案とプレゼンテーションの中で判断をしていくということで、公平に、

特に今回の（４）の加減点というのを付けない形で評価をしてもいいかと思

います。 

 

各委員の明確なご意見をお聞きしたいと思いますので、ぜひ率直なご意見

いただければと思います。 
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委員Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

委員長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

委員長 

 

委員Ａ 

 

 

私も結論としては加減を設ける必要はないと思っています。 

保育士の人材確保など厳しい状況もあるなかで、新規の参入を妨げる原因

になるような要素となる点は気になるところです。あとは委員Ｂがおっしゃ

った通り、現行の事業者には実績があるわけですから、優位性がある提案が

出てくるというところで十分評価できると思いますので、加減点を設ける必

要はないというのが私の意見です。 

 

現事業者であれば提出書類を書く上で、今実施していることについて明確

に伝えることができるという点を踏まえれば、我々も十分評価できるのでは

ないかと思います。 

やはり 161 名の定員で、いろいろな保育メニューがある保育園を運営して

いくのは、事業者にとって大変なご苦労だと思います。現在の運営事業者が

保育をしていて、それが定着していればそれに越したことはありませんが、

そこで満足するのではなく、より良い要素を取り入れてほしいといった意味

で競争はしてほしいので、私も加減点の反映は必要ないと思っています。 

 

そろそろ結論を出してよろしいでしょうか。 

では、公募要項の２６ページ（４）については削除ということでよろしい

でしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

それでは、事務局よろしくお願いいたします。 

 

それでは、今の 26 ページの加減点の部分については削除という形で要項を

修正いたします。関連して、公募要項 30 ページの５（２）に「次回の公募の

際、現行の指定管理者の日頃の取り組みが良ければ、加減点評価する予定が

あります」ということも制度上用意してありましたので、今のお話からこの

点も削除すべきではないかと受け止めておりますが、そのような取り扱いで

よろしいでしょうか。 

 

皆さんよろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

それではお願いいたします。 

 

実は以前に別の施設の選考委員会で、二つの事業者から応募があり、片方

の事業者は表一面しか書かず、もう片方の事業所は両面びっしり書いていた
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委員長 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｃ 

ことがありました。その結果、両面書いた事業者の方がやはり評価は高かっ

たので、そうした点で不利にならないように、提案書類の書き方について両

面使っていいということを明確に示すような文言が書かれているかどうか、

チェックしていただければと思います。 

 

ありがとうございます。今は募集要項の 23 ページの上段のところに、A4

判縦 1枚(両面可)という書き方にしてありますが、これでは見逃す可能性も

あり、競争の土台が変わってしまうという、ご懸念ご心配によるご指摘をい

ただいたと思っております。この部分について、明確に両面を使って提案す

るように要項、様式の方も補記させていただきます。 

 

よろしくお願いいたします。 

 

承知いたしました。 

 

この点については他の委員もよろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

他の委員の皆さんからご意見いただけますでしょうか。 

 

評価採点表の「３ 事業運営」（２）ですが、保育目標、全体計画、個別計

画及び指導計画とありますが、これは全体計画ではなくて“全体的な計画”

です。 

またもう一つありまして、危機管理体制とか安全体制は採点上「×２」と

なっていますが、提出書類の中ではマニュアルだけが提出されると見受けら

れますが、監査の指導内容等は提出させなくてもいいでしょうか。他の自治

体での指導検査の際の文書指導や口頭指導、監査の指導記録も提出させるの

はいかがでしょうか。 

 

５の安全対策危機管理等（１）のところですね。「緊急発生時に備えた具体

的な取り組みを示しているか」についてですが、これまでの経験ですと、マ

ニュアルが揃っているかという部分のみに対しての評価で終わってしまうこ

ともあります。 

実際にそのマニュアルがどのように職員に対して周知されているか、また

どのように活用されているかというのは気になるところです。ここはそうし

たマニュアルを活かしているかというような文言を付け加えるということで

よろしいでしょうか。 

 

文言というより監査の指導記録のようなものを添付させたらいいのではな
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事務局 

 

 

 

 

 

委員Ｃ 

 

委員長 

 

委員Ｄ 

 

 

 

委員長 

 

 

 

委員Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いかと思ったのですが。 

 

新規事業者の場合、類似施設などで監査を受けたときの口頭指導とか文書

指導の実績ということでよろしいでしょうか。 

 

はい、そういったイメージです。でなければ、何か危機的なことがあった

のかどうかわからないなと。 

 

今の「５ 安全対策・危機管理（１）の“保育園全体の安全対策および危

機管理体制”の部分に関する書類を添付するというイメージでご指摘をいた

だいているということでよろしいでしょうか。監査指導の記録とそれに対応

した記録がわかるものを提案書様式３４で説明するとともに関連する書類の

添付を求める、この内容でよろしければその旨補記いたします。 

 

それで構いません。皆さんどうでしょうか。 

 

私は取り入れるべきだと思いますが、よろしいですか。 

 

委員Ｃがおっしゃったように、具体的にどのような事故が起こったとか事

例があったらそれを挙げてもらって、どういう指摘があって、どのような対

応をしたのかということが分かった方がいいと思います。 

 

それでは文言等については事務局におまかせして、後で私の方でチェック

させていただくということでよろしくお願いいたします。それでは、委員Ｂ

お願いいたします。 

 

最近不適切な事例が保育園でも非常に多いので、そうした点をしっかり拾

えるように評価基準に入れた方がいいと思います。一つは「管理運営体制

（５）人材育成・研修」の中に、“倫理教育”というのも入れた方がいいと思

います。今は接遇能力や専門知識の向上等となっていますが、倫理教育を一

番初めに入れてもいいと思います。 

それと事業運営（８）の子どもの人権に配慮した事業運営についてです

が、“保育園や家庭における”と左側に書いてありますが、右側の説明のとこ

ろには“家庭における”が消えていますので、付け加えてください。 

あと、虐待・強要・差別等の防止ですが、ニュアンスとして防止の中に予

防は含まれているでしょうか。モニタリングすること、対処すること、それ

ぞれでプロセスが押さえられていることが重要だと思います。予防と防止は

医学では明確に分けますが。例えば、虐待防止というと職員間のコミュニケ

ーションを密にして事態を察知する能力を高めておくということも含まれて

いるという理解になるでしょうか。 
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事務局 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｅ 

 

 

 

事務局お願いします。 

 

今お話を頂戴して考えたのは、保育園や家庭における虐待や強要、差別等

を未然に防ぐ取り組み及び早期発見などに対する対応が適切かどうかとい

う、“あえて事態を引き起こさないための取り組み”と“事態が起きた時に早

期発見するために取り組み”を分けて提案を促していく、そうしたご趣旨だ

ったかと思いますが、捉え方としていかがでしょうか。 

 

万が一事態が起こったときに適切に対処するということが必要なわけです

よね。 

 

そうしましたら、「未然に防ぐ、または予防」ということ、早期発見につい

て、それから事後の適切な措置についてと、3段階分けて考え方や取り組み

を提案させるような内容でいかがでしょうか。 

 

それで結構です。 

 

それでは、先ほどの倫理教育という言葉も取り入れていただくということ

にさせていただきます。 

 

承知しました。 

 

その他にございますか。 

 

評価表の「４ 管理運営体制（２）」ですが、「園長及び副園長２名の経

歴、役割分担」と書いてありますが、この保育園は副園長を置かなくてはい

けないのでしょうか。通常ですと副園長は置かずに主任という配置になるか

と思います。 

 

現行事業者は園長１名と副園長２名という体制を取っており、今回もそれ

と同様に園長１人と副園長２名を専任で置くことを公募要項に記載しており

ます。神明保育園は大規模園なので、園長１人と乳児担当の副園長１名、幼

児担当の副園長１名といったイメージです。 

 

その他にございますか。 

 

確認の意味で事務局にお聞きしますが、３ページの併設施設で神明子ども

中高生プラザ、神明いきいきプラザとありますが、これらの指定管理者の公

募については別々に公募を実施していくのでしょうか。 
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委員長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｅ 

 

委員長 

 

 

 

今年度３施設それぞれで公募を実施しています。 

 

それではそれぞれの施設も公募している旨を記載した方が、応募者として

はわかりやすいのではないでしょうか。加えて、第二次審査のときに、園長

候補者は出席を求めるべきかと思います。 

 

これは大事な観点で、第二次審査のプレゼンでは、園長候補者を必ずと書

かれていますので、その点のチェックは必要ですね。 

 

あと最後に、第二次審査のときの資料の扱いとして、プレゼン用の別の資

料の提出を認めるのか認めないのかも明らかにしておく必要があるかと思い

ました。 

 

今、委員Ｅからのご指摘がありましたように、プレゼンは主に園長候補者

が行うということも通例だったと思いますので、その点を事務局の方でご確

認いただけますでしょうか。 

 

1 点目についてですが、神明保育園の建物は、高齢者向けの神明いきいき

プラザと児童館機能を持つ神明子ども中高生プラザと保育園で複合施設とな

っていて、館祭りなども合同で行っていることから、連携することが非常に

大事な施設です。また、出来上がった時期が同時であることから、指定管理

の公募時期も同じとなっており、今年度それぞれ別の選考委員会を設けて選

定しています。これについては、補記してわかるようにしていきます。 

２点目につきましては、公募要項２５ページの「（２）指定管理者候補者の

選考 ウ」において、「プレゼンテーションを含めた二次審査の出席予定者

は、提案書に記載した港区立神明保育園の園長を含む３名までにしてくださ

い。」とありますが、こちらは「園長予定者」とした方が適切ですので、その

ようにいたします。 

３点目の追加資料について、「提案書の範囲を超えた資料をもってプレゼン

テーションを行うことができません」というのは、あらかじめ示した方がい

いと思いますので、この中での補記を工夫してまいります。 

 

委員Ｅはそれでよろしいでしょうか。 

 

ありがとうございます。 

 

今日は、委員の皆さんからご指摘いただきました。一部修正するところは

事務局で修正をお願いし、私の方でも確認させていただきますのでよろしく

お願いいたします。 
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※委員長における質疑や講評等に関する発言については、「委員」として表記しています。 

 

事務局 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

よろしくお願いします。 

 

それでは他にご意見なければ、港区立神明保育園指定管理者公募要項第一

次審査、第二次審査選考基準については「一部修正の上での事務局案通りの

了承」としたいと思いますけれどもいかがでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

修正した後、正副委員長にて確認のうえ、公募に入りたいと思いますの

で、よろしくお願いします。 

それでは最後に、今後のスケジュールについて事務局からご説明をお願い

します。 

 

（事務局から資料７について説明） 

 

ただいま、今後のスケジュールについてご説明いただきました。 

今後のスケジュールについて何かご意見、ご質問等ありますでしょうか。 

 

（委員一同 質問等なし） 

 

本日の議事全て終了いたしました。 

それでは第 1回港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会を終了いた

します。ありがとうございました。 

 

７ 閉会 
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会  議  名 第２回港区立神明保育園指定管理候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年６月１６日（火曜日） 午後７時から午後８時１５分まで 

開 催 場 所      オンライン会議 

委   員      

（出席者）４名 

岡田委員長、安梅委員、石井委員、宮内委員 

（欠席者）野口副委員長 

事 務 局      
芝地区総合支所管理課長 若杉 

施設運営担当係長 松井、管理係 金沢 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ 財務状況等分析結果の報告 

３ 議題審議 

議題１ 第一次審査通過事業者の決定について 

 議題２ 第二次審査基準について（プレゼンテーションについて） 

４ 今後のスケジュールについて 

５ 閉会 

配 付 資 料      

次 第   第２回港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会議事次第 

資料１   「港区立神明保育園指定管理者」応募事業者財務状況分析報告書 

資料２   「港区立神明保育園指定管理者」応募事業者資金計画分析報告書 

資料３―１ 港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会第一次審査選考基準・採点集計表 

資料３―２ 港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会第一次審査選考基準・採点集計表（コメント一覧）  

資料４   港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会第二次審査選考基準・採点表  

資料５   第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の実施について

（案） 

資料６   港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会委員名簿 

 会議の結果及び主要な発言 

 

委員長 

 

 

 

公認会計士 

 

 

 

 

 

 

１ 開会 

  （開会の挨拶） 

 

２ 財務状況等分析結果の報告 

公認会計士から財務状況及び資金計画分析結果について、次の内容を報

告。 

【財務状況分析（総合評価）】 

事業者Ａ「可」、事業者Ｂ「可」、事業者Ｃ「可」、事業者Ｄを「可」 

【資金計画分析（総合評価）】 

事業者Ａ「Ｃ」、事業者Ｂ「Ｂ」、事業者Ｃ「Ｂ」、事業者Ｄ「Ｃ」 
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委員長 

 

 

委員Ｂ 

 

 

 

公認会計士 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｃ 

 

 

 

 

公認会計士 

 

 

 

 

 

 

委員Ｃ 

 

 

公認会計士 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 「C（普通）」と評価した事業者Ａについては直近の流動比率が比較的低め

であるため、運転資金調達の確実性という点で注意が必要としましたが、資

金は回っているという評価で特に異常ではありません。 

 

 それでは委員の皆様からご意見、そしてご質問等ございましたらお願いい

たします。 

 

成長率というのは「利益を上げる」ことで得点がよくなるということでよろ

しいでしょうか。保育で利益をあげるということは、職員の給料を安価にして

利益を上げるということでも高い点数がつくということなのでしょうか。 

 

保育園を運営する事業者で「成長」というと、基本的には園の数が増えて

いくような形で成長している事業者が多いという印象があります。複数園を

運営していくことで事業者が成長していくということもありますので、そう

した観点も含めてご検討いただければと思います。 

 

委員Ｃお願いいたします。 

 

２点お伺いします。その他経費というのは、いわゆる本部に上げる本部経

費のことなのかどうか。もう一つは運営資金・運営費に対する人件費率の割

合は各法人何パーセントぐらいだったのかということがわかれば教えていた

だきたいです。 

 

まず、その他経費の内容についてですが、基本的に本部経費は事務管理費

や運営費、租税公課、利益などを計上しているというのが実態かと思いま

す。事業の粗利や本社の人件費なども含めて計上をする、もちろんそこには

利益が含まれていると考えてよろしいかと思います。 

次に人件費の割合についてですが、現在算出した資料が手元にありません

ので、必要であれば後ほど事務局に提供いたします。 

 

 ちなみに事業者Ｄの本部経費はなしということでしたが、他の事業者が大

体何パーセントぐらい本部経費を見ているのか教えてください。 

 

年度によって多少の差異はありますが、事業者Ａにつきましては 12.6%、

事業者Ｂにつきましては 13.8%、それから事業者Ｃにつきましては 5.2%、事

業者Ｄがゼロというようになっています。他の指定管理施設と比べて妥当で

あると評価できます。 

 

 財務状況等の分析結果について他に質問はありますか。 

 

（委員一同 なし） 
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委員長 

 

 

 

 

 

委員Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｅ 

 

 

３ 議題審議 

議題１ 第一次審査通過事業者の決定について 

 （事務局から第一次審査通過事業者の決定までの流れについて説明） 

 

それではこれから審議に入ります。委員の皆様から採点結果に対する講評

をいただいた後、第一次審査通過事業者を決定してまいります。 

それでは、委員の皆様から順に講評をお願いいたします。講評に際して

は、高く評価した事業者については良かった点、低く評価した事業者につい

てはどこが劣っていたか、そういったことを中心にご説明をお願いします。 

 

私はＡを一番高くして、Ｂがその次にしています。得点としてはＢ、Ｃ、

Ｄが同程度の評価になっていますが、ＣとＤには決定的に駄目な部分がある

と思い、ＡとＢで二次審査を行うことになるという印象を持っています。 

Ａは具体的に提案を書いており、読みやすかったので、任せられるレベル

だと感じました。 

Ｂも任せられるレベルですが、少し具体性に欠ける部分が多く、Ａに比べ

て評価を低くしました。 

Ｃは経験の面で、類似施設をほとんど運営していないようだったので不安

を感じました。 

それからＤは職員体制が厳しく、これで指定管理を任せるのは難しいかな

と感じました。以上です。 

 

 それでは委員Ｃお願いいたします。 

 

私は僅差にしました。その結果、６割を超えるような配点になりました。

資料の書き方には得手、不得手が出てしまうものかと思いますが、その点で

は事業者Ｂの書き方が上手いなと感じました。 

事業者Ａに関しても、そつなく資料を書いているなという印象を持ってい

ます。 

事業者Ｃは社会福祉法人だったので残したいと思いましたが、資料の内容

を他の事業者と比較すると、難しいという点につきましては了解しておりま

す。事業者Ｃは主に病院とか老人施設を運営していて、保育園の運営実態が

２、３園なのではないかと想像しますが、その分園長、副園長候補者がそれ

ほど施設を異動せず、自力で育てている人材だとは思いましたが、ただ反面

その人材による保育の質が高いかどうかまではわかりませんでした。 

 

それでは委員Ｅお願いいたします。 

 

私は事業者Ｂを１位にし、Ａが２位、Ｄが３位、Ｃが４位としておりま

す。 
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委員長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず事業者Ａは指定管理も含め、多数の実績がある点は評価できます。た

だし、園長候補者の園長経験が少ないという点と副園長候補者の２人の仕事

内容の分担が書かれていない点を不安に感じました。ただ、全体的に資料が

よく書けているとも感じました。 

事業者Ｂは実績について、民設民営の保育園が多いと感じています。事業

運営に関する資料も良く書いていると思いますが、職員体制において、クラ

スリーダー以外の人の経験年数が少ないと感じました。対して、副園長候補

者に園長経験が多い点については安心材料になると感じています。 

事業者Ｃですが、実績にある３施設はいずれも３０人規模の小さな施設と

いうことで、かなり厳しいと感じました。また、職員体制のところで人数の

バランスが不明だった点、あとは副園長候補者２人について、副園長の経験

がなかった点は心配になり、全体的に人材に関して不安が残りました。 

次に事業者Ｄです。実績はありましたが、受託経費の見積金額が低く、資

金計画も１０年間同じ金額が記載されていた点が非常に気になりました。た

だ職員配置の人数がギリギリである点は心配ですが、ハラスメント対応や、

職員定着のための ICT 活用、本部のサポートがしっかりしている点について

は一定の評価をしています。 

 

委員Ｄの講評について、事務局からお願いいたします。 

 

 事業者Ａにつきましては、やはり管理運営の実績が豊富だというところを

特に高く評価されています。特に今回 100 人を超える大規模園ということ

で、大規模園の実績があるということ、さらに指定管理者として公の施設の

管理運営を複数自治体で長期に亘り行っている点を高く評価されています。 

大規模園の保育園の運営に対する考え方についても、組織運営や管理体制

の充実、情報共有の徹底が重要であり、地域全体との連携による事業展開と

いう点についても、全体的に評価が高くつけられています。 

管理運営の体制で、職員配置についても、職員の経験年数もさることなが

ら勤続年数も一定程度あり、安定した運営が期待できるということ、それか

ら安全対策管理体制やリスク管理の記載が充実しているということ、最後に

障害者法定雇用率を達成しているということで、こうした点を高く評価をし

ています。 

続きまして、事業者Ｂが次いで２位ということで評価をされています。小

規模園の運営が中心で、指定管理施設を１園運営していたということです

が、指定管理に熟達しているわけではないという評価でした。また、地域や

関係機関との連携、世代間交流についての記載も事業者Ａと比べると弱いと

いう評価でした。 

最後に障害者法定雇用率ですが、こちら提案の中では基準達成、また今後

の見込みもあると記載がありましたが、申請書類の中では基準を達成してお

りませんでした。 

事業者Ｃですが、指定管理施設の運営実績がないということや、園の運営
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委員Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

実績そのものが少ないということ、それから提案の内容についても一部提案

内容が弱いと評価されています。職員の配置についても非正規の配置が多

く、事業者ＡやＢに比べると体制として少し弱いということです 

職員の定着については具体的な定着に対する対策はなく、一般論に終始し

ているということで評価を下げており、また事業者Ｃ、Ｄに共通する項目と

して「本部がサポートします」という記載はありますが、具体的な手法につ

いての記載はなかったため、こちらも評価を下げています。 

再委託についても、清掃業務以外は記載が全くありませんでしたので、業

務の想定が足りているか確認できなかったという点も評価が下げているとの

ことです。 

事業者Ｄについても、概ね事業者Ｃと同様の懸念点が一部あるということ

です。管理運営実績そのものが少ないということもあって、評価を下げてい

るというようなことです。 

 

私の評価ではＡＢとＣＤとの間に差ができました。 

まず事業者Ａですが、ポイントを押さえて的確に表現している点は評価で

きますが、Ｂの方がわかりやすくかつ細かく書かれているということで評価

に差を付けました。ほかの委員の皆さまと被らない点では、事業者Ａについ

ては保育における小学校への円滑な接続ということが書かれていない。全体

的な計画について、職員の声が反映されていない点が心配なところです。ま

た、職員の配置では「０歳児の配置が常勤・正規職員で５人」とのことです

が、０歳児定員２１名とすると足りないのではないかと考えています。この

点は２次のプレゼンで質問したいと思います。それから、園長、副園長候補

者の年齢がちょっと若いなと感じています。若いから悪いということではあ

りませんが、プレゼンテーションではリーダーシップ等を見ていきたいなと

思います。それから事業者Ａの場合、職員採用について詳しく資料に書かれ

ていますが、給与も比較的良いということで安定した確保ができると思いま

す。 

事業者Ｂについて、私は一番高く評価しました。大規模園の実績があり、

地域をよく見ている点が大いに評価できると思います。気になる点は、職員

配置において栄養士が５人もいる点です。ここはプレゼンテーションで質問

したいと思います。それ以外の人材の配置はよくできていると思います。 

事業者Ｃについて、計画書が不十分だということで全体的に評価しまし

た。大規模施設の実績がないというのも不安な点です。 

事業者Ｄも似ていますが、大規模施設の実績があるにも関わらず、資料か

ら大規模施設の運営に関するイメージを読み取ることができないと感じまし

た。加えて園長、副園長候補者の経歴を見ると短期間で異動しており、人材

の登用において不安が残ると思いました。 

 

他の委員のご意見等伺いまして、ご自身の点数を修正されたい方がいらっ

しゃれば、ご発言をお願いいたします。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

特に点数の修正がなければ、第一審査採点表を確定したいと思います。 

事務局から改めて、第一次審査結果の点数の発表をお願いいたします。 

 

事業者Ａが 736 点で 72%、事業者Ｂが 703 点で 69%、事業者Ｃが 606 点で

59%、事業者Ｄが 620 点で 60%となります。 

順位としては１位が事業者Ａ、２位が事業者Ｂ、３位が事業者Ｄ、４位が

事業者Ｃとなります。１位から３位までの事業者の得点率が、第 1回選考委

員会でご審議いただいた第一次審査の選考の目安となる 60%を満たしていま

す。 

 

私は第二次審査に進む事業者は２者でいいのではないか思いますが、何か

ご意見はありますでしょうか。 

 

（委員一同異議なし） 

  

それでは第一次審査の通過事業者は事業者Ａ、事業者Ｂの２者といたしま

す。 

 

（委員一同了承） 

 

議題審議 

議題２ 第二次審査基準について（プレゼンテーションについて） 

（事務局から第二次審査のプレゼンテーション・ヒアリングについて実施方

法について説明） 

 

まずは時間配分についてですが、プレゼンを１０分以内、ヒアリング２０

分程度ということで、これでよろしいでしょうか。 

 

（委員一同異議なし） 

 

それから２点目の出席者ですが、原則３名までで、園長候補者を中心にプ

レゼンを行うということでよろしいでしょうか。 

 

（委員一同異議なし） 

 

３点目のプレゼンテーションの実施方法ですが、パソコンやプロジェクタ

ーは使用しない、それからプレゼンのための追加の資料の提出も求めないと

いうことでよろしいでしょうか。 

 

（委員一同異議なし） 
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※委員長における質疑や講評等に関する発言については、「委員」として表記しています。 

委員長 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

委員長 

 

その他、何か委員の皆さんからご意見ありますでしょうか。ないようでし

たら、以上で確認を終了します。 

 

（委員一同了承） 

 

４ 今後のスケジュールについて 

（今後のスケジュールについて説明） 

 

５ 閉会 

（閉会の挨拶） 
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会  議  名 第３回港区立神明保育園指定管理候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年７月３日（金曜日） 午後５時から午後７時まで 

開 催 場 所      港区役所 ９１３会議室 

委   員      

（出席者） ５名 

岡田委員長、野口副委員長、安梅委員、石井委員、宮内委員 

（欠席者） なし 

事 務 局      
芝地区総合支所管理課長 若杉 

施設運営担当係長 松井、管理係 金沢 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の実施について 

３ 事業候補者によるプレゼンテーション及び質疑応答 

（１）事業者Ａ（30 分間） 

（２）事業者Ｂ（30 分間） 

４ 第二次審査採点及び事業候補者の選考について 

５ 閉会 

配 付 資 料      

次 第   第３回港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会議事次第 

資料１   第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の実施について 

資料２―１ 第二次審査選考基準・採点表（事業者Ａ） 

資料２―２ 第二次審査選考基準・採点表（事業者Ｂ） 

資料３   第一次審査・第二次審査選考基準・採点集計表 

資料４   第２回港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会会議録 

資料５   港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会委員名簿 

 会議の結果及び主要な発言 

 

委員長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

１ 開会 

ただいまから第３回港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会を開催い

たします。まず事務局から審議事項の説明をお願いします。 

 

事業者Ａから７月１日付で当初予定していた園長候補者について、応募時

には予測できなかった特段の事情により、次年度の園長職の配置が難しくな

ったため、新たな園長候補者を選任させてほしいという申し出がありまし

た。この件について、まずはご審議をお願いしたいと思います。 

委員の皆様には第一次審査の点数に変更があるかどうか、また事業者Ａが

このまま第二次審査に進むということでよろしいのかどうかをご審議願いま

す。 
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委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

委員Ｂ 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｃ 

 

 

 

 

 

事業者Ａ 

  

早速ですが委員の皆様の中で、第一次審査の点数に変更がある方はお願い

します。 

 

（委員一同 変更なし） 

 

それでは点数に変更はなしとします。そのうえで、このまま事業者Ａが第

二次審査に進むということで、よろしいでしょうか。 

 

（委員一同 異議なし） 

 

それではこのまま審査を進めます。 

 

２ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリングの実施について） 

 （事務局から第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリングの実施につい

て）説明） 

 

３ 事業候補者によるプレゼンテーション及び質疑応答 

（１）事業者Ａによるプレゼンテーション（10 分間） 

 

それでは質疑応答に入ります。 

 

現在の園から見て神明保育園の弱みについてどう捉えているか、その弱み

をどうやって解決していこうと考えていますか。 

 

現在、保育園という業態は変わりませんが、中規模の保育園で勤務してい

ます。保護者と園長や職員の関わりが密にとれることが大規模な保育園と比

較しての強みかと思います。神明保育園は定員も１６１名で職員も多く、職

員がシフト制で動いている部分もあるため、どうしてもすれ違いが出てきて

しまうところが課題となってくると考えております。 

解決策としては、やはり日頃からの職員同士の連携の取り方を含め、1人

ひとりの職員がそれぞれ職員から職員に伝える力を育成していきたいと思っ

ております。 

 

園長候補者の経歴も拝見しましたが、１年、２年での異動が多いと感じま

した。もちろん長く勤めていた園もありましたが、主任であった時期もわず

かだった点を鑑みると、企業として園長候補者を育てることに繋がっている

のか疑問に感じました。このことについて、法人本部と園長候補者の率直な

意見をいただけますか。 

 

まずは本部の考え方ですが、今回の園長候補者の経歴において１年や２年
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委員Ｅ 

 

事業者Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｅ 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

 

 

 

委員Ｅ 

 

事業者Ａ 

 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

 

での異動は確かにありました。ただこれは「地域ニーズをいち早くつかんで

保育に取り入れることができる」という彼の強みから、運営に力を入れなけ

ればならなかった保育園にやむを得ず異動させた経緯があります。また、彼

は人を育てることに秀でていると考えておりますので、自分が異動した後の

後続の園長を育てる力も十分にあると考えています。本部としても異動後の

現場に影響が出ないよう最大限バックアップしていきます。 

 また園長候補者としましても、いろいろな自治体を異動して経験したから

こそ活かせる点があると考えております。 

 

副園長候補者２名について、それぞれの役割分担を教えてください。 

 

まず、保育につきましては乳児クラスと幼児クラスに担当を分けることが

通常ですが、担当した副園長によってクラスのキャラクターが分かれてしま

うことは防ぎたいので、二人とも様々なクラスに入るようにします。 

 一方、園の運営につきましては二人の得意分野を鑑みて担当を決めること

があります。具体例としては、園の様子を掲載したインスタグラムの運用を

任せたり、保護者対応の率先的な窓口をお願いしたりしています。また、時

には訓練として苦手分野を任せると判断することもありますので、その際は

園長である私もサポートに入ります。 

 

保育園で起きたトラブルについて、園で対応する部分と本部が対応する部

分、それぞれ具体例を交えて教えてください。 

 

保護者と直接的な信頼関係があるのは保育園であると考えておりますの

で、まずは保護者の方の気持ちに寄り添うということで、保育園で対応して

います。ただ、保護者によっては、「園には伝えたくない」というお気持ちの

方がいらっしゃることがありますので、その場合は本部で対応することもあ

ります。本部は基本的にフォローという立ち位置にはなりますが、保護者の

要望によってはそのメインの対応を本部で行うこともあります。 

 

保育園職員の離職について、状況と原因、対処法を教えてください。 

 

保育園部門について、令和８年３月３１日時点の離職率は 10.2%です。高

い数値ではないと考えていますが、より職員のモチベーションを向上するこ

とに努めています。具体例としましては、保育園や地域、職種の垣根を越え

ての交流会を設け、仲間作りや悩みの交換を行う機会を創っています。 

 

様式 18 について、事業運営の中で障害児・医療配慮児への支援や文化共

生、ジェンダー等、それぞれの子供に対する向き合い方を示されています

が、これらを担う職員のスキルアップを実際にどう行っていますか。 
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事業者Ａ 

 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ａ 

 

 

事業者Ａ 

 

 

 

知識としましては、社内研修等で学んだことは職員会議等を通じて園全体

で共有しています。また、実際の技術的な部分に関しては、障害児保育であ

れば社内の巡回指導を活用し、実際に支援員からアドバイスをもらうなど、

障害児保育に対しての理解を深めています。 

 

障害児保育等において、トラブルなどが起こった場合の園の共有はどのよ

うにしますか。 

 

昼礼を週に 1回は必ず行っていますが、トラブル等について共有すべきと

判断した場合は、臨時で昼礼を行い情報共有します。また、その際は、必ず

議事録を残します。 

 

提案の中で「職員に急な欠員・欠勤が発生した場合は港区の保育を理解し

た者で対応する」とありますが、その代替の方がもともといた現場に影響も

あると思いますが、そのあたりどのように考えていますか。 

 

 なるべく影響が出ないよう、すべての職員について様々な研修を実施して

います。様々な職員が協力して対応しており、本部としてもフォローしてい

きます。 

 

 昨今保育士の人材確保は難しくなっていますが、都内における人材確保に

ついて現状と課題、工夫を教えてください。 

 

私どもは国や東京都の制度を十分に活用しているため、都内における保育

士としての働きやすさは年々向上していると考えております。私どもについ

ては年々離職率が下がってきており、都内で保育士の確保が難しいとは考え

ておりません。 

加えて、私どもは本部にも保育士資格を持っている職員が多数在籍してお

り、現場で働く保育士が「キャリアについて、ステップアップしたい」と考

えた場合は、総合職保育士として本部に異動することも可能となっていま

す。「保育士もできるし、本部職としても働ける」ということから、いざとい

うときは本人の了解を取ったうえで、本部の職員として現場に行って対応で

きるようになっています。 

 

保護者ニーズの多様化に対して、園長候補者としてどのように対応してい

くか教えてください。 

 

ニーズとして汲み取ってカリキュラムに組み込むことはもちろんできると

思いますが、やはり集団生活の場ですので、園としてできる事、そうでない

事の線引きはしっかりと行います。日々の中で保護者と何度も対話を重ねて

いき、すれ違いが起きないように努めます。 

35



22 
 

 

委員長 

 

 

 

 

委員Ｂ 

 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

 

委員Ｃ 

 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｅ 

 

事業者Ｂ 

 

 

委員Ｅ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

それではこれで終了となります。事業者Ａの皆さん、ありがとうございま

した。 

 

（２）事業者Ｂによるプレゼンテーション（10 分間） 

 

芝地区の大規模複合施設という特性をもって、施設長候補者のこれまでの

キャリアを活かして、取り組みたいことやアイディアを自分の言葉で語って

ください。 

 

神明保育園は、神明いきいきプラザ等との複合施設で、高齢者や中高生と

交流できる施設ですので、可能であれば０歳児から高齢者までが一緒にとも

に楽しめる環境作りに取り組みたいと思っています。以前勤めていた保育園

でも、高齢者施設に行って一緒にクリスマス会を実施し、音楽の発表を行っ

たことがあります。ぜひ地域を巻き込んで楽しく交流できたらと思います。 

 

法人として園長や副園長といった、いわゆるマネジメントに携わる職員を

どのように育てていくのか教えてください。また園長候補者は、どのような

方を配置することが保育園にとって理想なのか、考えをお聞かせください。 

 

私どもとしては、基本的に「一人の施設長が長くその場所に勤めること」

が地域とのつながりや保護者や子どもとのつながりにおいて重要であると考

えています。ローテーションのように異動させることは実施していません

が、次の世代の育成や、今回のような新しいチャレンジを行う場合は、抜擢

し推薦することもあります。 

 園長候補者としては、各クラスそれぞれベテランを配置した上で、特に幼

児に関しては、幼稚園経験があるものを中心にしていきたいと思っておりま

す。 

 

職員間の情報共有について教えてください。 

 

月に一度、法人の方で全体会議があります。施設内の共有事項に関して

は、情報共有アプリで随時情報を共有しています。 

 

事故や怪我等の対応について、保育園と本部とで役割分担を教えてくださ

い。 

 

本部としては「現場を孤立させない」ということ第一に、施設長や現場に

任せるのではなく、現場の職員や園長をサポートするスーパーバイザーや必

要に応じて本部の人間も対応しています。 
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委員Ｅ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

委員Ｅ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

委員Ａ 

 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

委員Ａ 

 園長候補者として、保護者対応について気を付けている点などがあれば教

えてください。 

 

現在勤めている施設では、毎日連絡帳に目を通しております。保護者の方

が書いた内容について気になったことがあれば、必ず連名でお答えして、必

ずその日中に解決できるように、素早い対応を心がけております。 

 

職員の教育や研修について、個々の理解度はどれぐらい確認しています

か。 

 

e ラーニングを活用し、定期的にマニュアルの内容を確認しています。試

験もあり、クリアを必須としているので、マニュアルに関してはすべての職

員の頭に入っている状況です。 

 

類似施設の管理実績に関連して、指定管理者として大規模園の課題や解決

のための工夫について教えてください。 

 

まず自治体の方針にしっかり私達が寄り添い、内容を把握した上で継承す

ることが一番重要だと考えております。大規模園に関しましてはやはりチー

ムビルディングが重要であり、今回は園長・副園長だけでなく、それ以外の

職員についても基本的にはチームで神明保育園に対応できればと考えていま

す。 

 

大規模園であることについて、どのように安全対策をしていくのか、その

工夫を事例などでお聞きしたいです。 

 

過去の事例で言いますと、避難所に指定されていれば、その地域の方との

繋がりの中で、避難者が１、２週間滞在することが可能なレベルの災害備蓄

品を配備します。また、子ども中高生プラザと連携した避難訓練などを積極

的に行っていきます。 

 

先ほどのプレゼンでドキュメンテーションの話が出ましたが、個別カリキ

ュラムを用意しますとありました。これは０歳から５歳まで、全ての年齢の

子どものカリキュラムと考えてよろしいでしょうか。 

 

個別カリキュラムは一般的に２歳までのものですが、ドキュメンテーショ

ンはまた別で、それぞれの子どもの発達状態や興味について、写真等で記録

していくものです。スタッフ同士で保育の学びのために共有したり、保護者

に提案するといったツールになっております。 

 

様式 17 の職員配置について栄養士５名とありますが、どのように仕事を分
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事業者Ｂ 

 

 

 

委員Ａ 

 

 

事業者Ｂ 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

事務局 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

委員Ｂ 

 

 

 

 

 

担する予定ですか。 

 

シフトを考慮し、５名の配置は必要だと考えております。今回 160 名超え

の保育園ということで考えますと、配置基準上では３名以上ですので、実際

その現場の運用を考えると４名以上の配置が適正だと考えております。 

 

こども誰でも通園制度が本格的にスタートしましたが、園長候補者はどの

ようにお考えですか。 

 

ぜひ取り入れていきたいと考えています。保育園の見学会などで、保護者

に「今何が必要ですか。」と聞くと、「簡単に預けられる場所」、「ちょっと息

抜きしたい」という保護者が圧倒的に多いので、１日でもリフレッシュさせ

てあげたいと思っています。 

 

ありがとうございました。 

それではこれでプレゼンテーションを終了とします。 

 

４ 第二次審査及び事業候補者の選考について 

 （事務局から第二次審査採点及び事業候補者の選考について説明） 

 

 ～ 各委員 採点 ～ 

 

 ～ 休 憩 ～ 

 

それでは、採点の集計結果について事務局からご説明をお願いします。 

 

第二次審査の合計得点は事業者Ａが 500 点満点中 375 点得点率は 75%とな

ります。続いて事業者Ｂ、こちらも 500 点満点中 375 点、得点率は 75%とな

っております。どちらの事業者も最低ラインとして決定した 60%を上回って

おります。報告は以上です。 

 

それでは、委員の皆様との意見交換を経て、最終的な指定管理者を決定し

てまいりたいと思います。 

委員Ｂから順にご講評をお願いしたします。 

 

今回初めて２者に同じ点数を付けました。どちらの事業者も神明保育園を

任せられることは確かだと感じましたが、事業者Ａの本部の人の育て方につ

いて少々気になりました。ただし施設長候補者がとても具体的に答えていた

ので、そこは評価できると思いました。 

事業者Ｂは、本部の中でもトップの方が出てきて本気である姿勢を見せて

いる点や、園長候補者もうまくやれる方だなと感じました。 
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委員Ｅ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ｄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

委員長 

 

 

私は事業者Ｂの方を高くしました。事業者Ａはトップリーダーを育てると

いう姿勢が本部にあまり感じられませんでした。事業者Ｂは既存の施設等の

実績を鑑みて配点を高くしています。事業者Ａについては、仮に指定管理者

になった場合は、今回の園長候補者を変えないでほしいと思いました。 

 

私はわずかに事業者Ｂを高くしています。事業者Ａは園長候補者がしっか

りとした考え方を持っていると感じましたが、本部としての説明はいまひと

つでした。ただし本部のサポートについては、やはり経験が多い事業者です

ので、安心できる点は評価しています。 

一方、事業者Ｂは法人と園との一体感を感じました。誰でも通園制度など

の捉え方も明確に説明があったので、そこは評価しました。本部のサポート

っていうのは一定程度あり、指定管理を任せるうえで問題はないと感じまし

た。ただ、栄養士５人についての説明はいまひとつでしたが、本部としての

プレゼンも上手いと感じましたので、このような評価になりました。 

 

両方の事業者とも及第点を超えていたと思っています。本部のバックアッ

プ体制についてはどちらも同じでしたが、現場の話において、事業者Ａの方

は保護者との信頼関係をしっかりと取っていくための具体的な話もありまし

た。また職員への周知徹底、スキルを末端までいきわたらせるための取り組

みについても説明があったので、安心することができました 

事業者Ｂも園長候補者の経験は豊富で、安心感を持って話を聞くことがで

きましたが、ただ事業者Ａの方が今回の施設の特性を踏まえた対応ができる

と感じましたので、事業者Ａの評価を高めにしております。 

 

事業者Ａについては、本部のサポートがしっかりしていて、明確な保育理

念があることから、確実に提案を実行することができる事業者だと感じまし

た。 

事業者Ｂも安定した経営が評価でき、本部のバックアップはしっかりして

いましたが、大規模園を運営していく視点が少し弱いと感じました。どちら

の事業者も本当に上手なプレゼンをされていましたが、事業者Ａの方が大規

模園の話をしているなという印象を持ちましたので、そこで差をつけまし

た。 

 

それでは委員の皆様のご講評をお聞きしまして、修正したい方がいらっし

ゃいましたら挙手にてお知らせください。 

 

（委員一同 修正なし） 

 

それでは最終の審査結果として確定いたします。 

事務局から改めて点数の発表をお願いいたします。 
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※委員長における質疑や講評等に関する発言については、「委員」として表記しています。 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

採点を集計した結果、本日の第二次審査は先ほども申し上げました通り、

事業者Ａ、事業者Ｂとも 375 点となり、得点率は 75％です。どちらの事業者

も第一次審査及び第二次審査、いずれも最低ラインである 60%を超えており

ます。 

次に第一次審査、第二次審査の合計点についてです。事業者Ａが第一次審

査 736 点、第二次審査 375 点で合計 1,111 点、得点率は 73%になります。 

続きまして事業者Ｂが第一次審査 703 点、第二次審査 375 点で合計が

1,078 点、得点率は 71%になります。 

よって最終的な順位は、一位事業者 A、二位事業者 Bとなります。報告は

以上です。 

 

ただいま集計の結果から、本選考委員会として事業者Ａを港区立神明保育

園の指定管理候補者として決定いたします。事務局から事業者名の発表をお

願いいたします。 

 

事業者Ａは、株式会社日本保育サービスです。 

本日決定いただいた事業者につきましては、７月２４日に庁内の指定管理

者選定委員会で審議を経た上で、最終的に指定管理者候補者として選定され

ることとなります。その後、９月開会予定の港区議会第３回定例会において

議案として審議が行われる予定になります。 

 

５ 閉会 
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港区立神明保育園 

指定管理者公募要項 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

 

 

令和８年２月 

港  区 

 

41



目  次 
Ⅰ 施設の概要 

１ 指定管理者制度導入の趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１ 

２ 港区立神明保育園の設置目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１ 

３ 港区立神明保育園の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１ 

（１）名称 

（２）所在地 

（３）施設規模等 

（４）開設年月日 

（５）保育園の内容及び定員 

  （６）開園日及び開園時間 

  （７）指定管理料等 

  （８）併設施設の概要 

  （９）その他 

 ４ 指定期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．３ 

 

Ⅱ 指定管理者が行う業務 
１ 事業運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．４ 

  （１）基本事業 

  （２）提案事業 

  （３）自主事業 

  （４）職員体制 

 ２ 施設の維持管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．６ 

  （１）施設の維持管理業務 

  （２）安全・安心に関する業務 

 ３ 管理運営の基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．８ 

  （１）関係法令の遵守 

  （２）区が定める指針等の遵守 

  （３）個人情報保護 

  （４）再委託の禁止 

  （５）地域との連携 

  （６）区と指定管理者の役割分担及び管理責任の分担 

４ 運営経費等に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．12 

（１）指定管理料の支払 

（２）従事する職員の最低賃金水準額 

（３）備品購入の取扱い 

（４）収入 

（５）キャッシュレス決済の推進 

（６）損害賠償保険 

（７）消費税及び事業所税 

（８）消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応 

（９）銀行口座の開設 

42



（10）その他 

 

Ⅲ 選定手続 

１ 公募の手続・手順 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．17          

（１）申請者の資格 

（２）複数の団体による共同申請 

（３）公募の日程 

（４）公募説明会及び現地見学会 

（５）申請手続 

（６）計画書類の提出 

（７）提出書類に関する留意事項 

（８）応募に関する留意事項 

（９）質疑の受付及び回答 

（10）申請書類の受付 

 ２ 指定管理者候補者の選考・選定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．25 

  （１）指定管理者候補者の選考 

  （２）指定管理者候補者の選定 

  （３）基本的な選考基準 

  （４）審査結果の通知 

  （５）第二次審査用資料の提出 

 

Ⅳ 決定後の手続 

 １ 基本協定書・年度協定書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．27 

  （１）協定の締結 

（２）基本協定書の主な事項 

（３）年度協定書の主な事項 

 ２ 事業計画書及び収支予算書の作成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．28 

（１）事業計画書及び収支予算書の作成 
（２）事業報告書及び収支決算書の作成 

３ 業務の引継ぎ等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．28 

４ 情報の公表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．29 

（１）応募書類等 

（２）選考・選定過程の情報 

（３）指定管理業務に関する情報 

５ モニタリング等の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．29 

（１）モニタリングの実施 

（２）第三者評価の実施 

（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 

（４）監査の実施 

６ 指定の取消し等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．30  

（１）改善勧告・改善報告 

（２）指定の取消しと業務の停止 

（３）事業の継続が困難となった場合の措置 

43



 

問合せ先 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．31 

 

44



1 
 

Ⅰ 施設の概要 

１ 指定管理者制度導入の趣旨 

港区では、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区

民サービスを提供するため、公の施設の管理・運営を包括的に委任する指定管理者

制度を積極的に導入しています。 

今回、「港区立神明保育園」の管理運営について、民間事業者等が持つノウハウや

アイデア、専門性などを活用するため、指定管理者を広く募集します。応募にあた

っては、「港区指定管理者制度運用指針」（別紙１）に基づく区の方針を十分に認識

し、また、施設の設置目的等を理解の上、本要項に基づく創意工夫のある提案を期

待しています。 

  

２ 港区立神明保育園の設置目的 

港区では、核家族や共働き世帯の増加により保育需要が増加するとともに、保護

者の就労形態が多様化し、都心区ならではの保育サービスが求められています。 

  区は、これまでも区立保育園の新設や改築、港区保育室の設置及び私立認可保育

園の誘致など多様な手法により保育定員の確保を図るとともに、延長保育や休日保

育等を実施し、保育サービスの充実を目指しています。 

港区立神明保育園は 161 名の定員を確保し、早朝や夜間の延長保育や日曜・祝日

の休日保育など様々な保育サービスを実施する保育園として、平成２４年９月に開

設しました。今後も、大規模な定員を確保するとともに、多様な保育サービスを提

供し、地域の子育てを支える保育園を目指しています。 

 

３ 港区立神明保育園の概要  

（１）名 称    

港区立神明保育園 

（２）所在地    

港区浜松町一丁目６番７号 

（３）施設規模等  

ア 構  造：鉄筋鉄骨コンクリート造 

イ 階  数：地上１～３階の一部 

ウ 敷地面積：２，４２７．９７㎡ 

エ 延床面積：２，４９６．７２㎡(専有部分) 

           （内訳）１階 ６８８．７０㎡ 

２階 ９３１．４１㎡ 

               ３階 ８７６．６１㎡ 
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（４）開設年月日  

平成２４年９月１日 

 

（５）保育園の内容及び定員 

児童福祉法に基づく認可保育所として、１１時間の基本保育のほか早朝保育、

延長保育、休日保育、年末保育を行うとともに、一時保育、園庭開放、保育園で

遊ぼうなど在宅子育て家庭の親子向けの各種事業を実施します。 

ア 定員  161名 

 定員 備考 

0 歳児 21 名  

1 歳児 25 名  

2 歳児 25 名  

3 歳児 30 名  

4 歳児 30 名  

5 歳児 30 名  

一時保育 24 名程度 うち 0 歳児 6 名程度 

      ※学齢進行や待機児童の状況により、定員を変更する場合があります。 

 
（６）開園日及び開園時間 

年末年始（12 月 29～31 日及び１月１日～3 日）を除く毎日 

 早朝保育 基本保育 延長保育 

月曜～金曜 6：15～7：15 7：15～18：15 18：15～22：00 

土曜、日曜・祝日 実施しません 7：15～18：15 実施しません 

 ※ただし、区長が必要と認めるときは、変更する場合があります。 

 

年末（12 月 29 日及び 12 月 30 日） 

 早朝保育 基本保育 延長保育 

12 月 29 日 

及び 12 月 30 日 
実施しません 7：15～18：15 実施しません 

※ただし、区長が必要と認めるときは、変更する場合があります。 

 

（７）指定管理料等 

    本施設の過去の指定管理料等については、下表のとおりです。 

    なお、記載額は過去の実績を参考として示したものであり、本提案における

指定管理料の上限額を示すものではありません。 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

収入 305,418,196 円 318,323,929 円 323,507,092 円 

 指定管理料 305,418,196 円 318,323,929 円 323,507,092 円 

支出 305,580,996 円 316,311,882 円 321,295,001 円 

 職員人件費 208,805,632 円 213,643,451 円 213,365,437 円 

 光熱水費 12,468,400 円 13,053,085 円 9,934,339 円 
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 修繕費 2,496,417 円 2,312,959 円 2,102,540 円 

 事業運営費 31,564,801 円 34,403,549 円 38,188,723 円 

 施設管理経費 13,645,746 円 12,433,118 円 12,342,234 円 

 その他経費 36,600,000 円 40,465,720 円 45,361,728 円 

※ 指定管理料は、項番Ⅱ４（１）における予算額と実績額の差額を清算した後の指

定管理料の額です。 

※ 自主事業に係る収入および経費は含みません。 

 

（８）併設施設の概要 

ア 神明子ども中高生プラザ  

（ア）階  数 ５、６階の一部 

（イ）延床面積 １，３２５．１６㎡（専有部分） 

（ウ）開館日及び開館時間 

施設名 開館日 開館時間 

子ども中高生プラザ 通年〔国民の祝日、12/29～31、

1/2～1/3 を除く〕 

通年 9：30～20：00 

学童クラブ ① 月曜～金曜 

② 土曜 

③ 三季休業期間の平日 

〔国民の祝日、12/29～31、 

1/2～1/3 を除く〕 

①下校時～19：00  

②8：00～17：00 

③8：00～19：00 

子育てひろば 通年〔国民の祝日、12/29～31、

1/2～1/3 を除く〕 

通年 10：00～18：00 

※三季休業期間とは、夏季・冬季・春季の休業日をいいます。 

（夏季休業日 7/21～8/31、冬季休業日 12/26～1/7、春季休業日 3/26～4/5） 

※現在指定管理者を公募しています。 

 

イ 神明いきいきプラザ 

（ア）階数 １、２、４、６、７階の一部及び各階共用部分 

（イ）面積 ６，０８５．３６㎡（専有部分及び共用部分） 

（ウ）開館日及び開館時間 

施設名 開館日 開館時間 

いきいきプラザ 通年〔12/29～1/3 を除く〕 月曜～土曜 9：00～21：30 

日曜 9：00～17：00 

     ※現在指定管理者を公募しています。 

（９）その他 

    現在の指定管理者が、作成している当該施設のホームページはこちらです。 

     https://list.nihonhoiku.co.jp/nursery/detail/shinmei/ 

４ 指定期間 

令和９年４月１日から令和１９年３月３１日まで（１０年）  
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Ⅱ 指定管理者が行う業務 

１ 事業運営 

（１）基本事業 

児童福祉法第２４条１項の規定に基づく保育等（利用の権限に関するものを除

きます）。 

ア 午前７時１５分から午後６時１５分までの基本保育の実施に関すること。 

イ 港区延長保育実施要綱に基づく午前６時１５分から午前７時１５分までの

早朝保育の実施に関すること。 

ウ 港区延長保育実施要綱に基づく午後６時１５分から午後１０時までの延長

保育の実施に関すること。 

エ 港区休日保育及び年末保育に関する事務取扱要綱に基づく休日保育及び年

末保育事業 

オ 港区立保育園における一時保育に関する事務取扱要綱に基づく一時保育 

カ 児童福祉法第４８条の４の規定による情報の提供、相談及び助言 

キ 在宅子育て支援策として、保育園であそぼう事業等親子向け事業 

ク 地域の保育園、子育て支援施設等による園庭等の利用に関すること。 

※園庭を持たない地域の保育園等に港区立神明保育園の園庭等を貸出し、

外遊びや夏のプール遊び、運動会等を行うことを予定しています。 

ケ とうきょうすくわくプログラム推進事業実施要綱に基づく事業の実施及び

これに付随する業務に関すること。 

コ その他区長が区立保育園の管理運営に必要と認めること。 

 

（２）提案事業 

特色のある特別保育事業や在宅子育て支援策（運営団体として実施予定のもの）

を提案してください。事業を計画する場合は、本施設が区立保育園であることを

十分に認識の上、地域の特性を踏まえた効果的な事業を提案してください。 

なお、提案事業は、事前に区と協議の上決定し、指定管理料の範囲内で実施しま

す。 

 

（３）自主事業 

上記（１）（２）のほか、本施設の設置目的に合致し、かつ、本業務の実施を妨

げない範囲で、施設の利用率向上等を図るための事業を自主的に行うことができ

ます。 

なお、自主事業は、事前に区と協議の上決定し、事業に係る経費は事業者の負担

とします。 
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（４）職員体制   

児童福祉法最低基準及び子ども・子育て支援法に基づく配置基準並びに区の職 

員定数配置基準を遵守し、事業を実施するための必要な知識、知能及び経験等を

有する職員を配置し、施設の管理運営に支障がないように配慮してください。 

また、指定管理者は、公の施設の職員としての心構えを認識し、従事職員教育、

接遇教育等を徹底し、利用者及び区民への接遇等が常に良好となるよう努めてく

ださい。 

 ア 指定管理者は、施設の管理運営を適正に行うため、業務全体を総合的に把 

握し、調整する施設等管理責任者を定めること。 

イ 指定管理者は、業務基準書に掲げる業務を実施するため、必要な知識、技能

及び経験を有する職員を配置し、施設の管理運営に支障がないように配慮する

こと。 

   ウ 指定管理者は、「指定管理施設雇用区分確認表」に基づく従事職員の名簿等 

を指定管理業務開始前に区に提出すること。また、従事職員を変更する場合に

は、事前に区に報告すること。 

   エ 指定管理者は、従事職員に公の施設の職員として相応な服装を着用させるも

のとし、業務に支障にない限り名札を着用させること。 

   オ 指定管理者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生

省令第６３号）に定める職員を従事職員として配置すること。ただし、区の職

員定数配置基準を遵守し、１歳児クラスについては、児童５人につき、保育士

を１人以上配置すること。 

   カ 配置する職員の具体的な基準は次のとおりとする。 

     なお、指定期間開始時における園長・副園長については、特段の事情がない

限り、公募提案時に提案を行った者を配置すること。また、園長・副園長を交

代する場合は、後任の経歴等を提出し、事前に区と協議を行うものとする。 

（ア）園長は、これまでに認可保育園及びこれらに類する施設に施設長として 

１年以上勤務したことがある者を専任で１名配置すること。 

（イ）副園長は、専任で２名配置すること。副園長は園長の補佐として、園の運

営管理や保育指導（児童等の事故対応含む）、保育者の育成等を中心に担う

ものとする。副園長は、クラス担任として３年以上の経験がある者、又は、

これまでに認可保育園及びこれに類する施設に主任として 1 年以上の経験

がある者を配置すること。 

（ウ）児童の健康管理を行う看護師を１名以上配置すること。 

（エ）保育士は、クラスごとにリーダーを配置し、クラス担任の年度途中の交代 

は行わないよう努めること。 

０歳児（３対１）、１歳児（５対１）、２歳児（６対１）、 

３歳児（15 対１※）、４歳児（25 対１※）、５歳児（25 対１※） 

※３歳児～５歳児については、令和６年３月 13 日に改正（令和７年４月１

日施行）された「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」（昭和 23 年
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厚生省令第 63 号）に基づく配置基準を記載しています。 

（オ）栄養士は、１人以上配置し、アレルギー対応、食形態対応等、児童の状況

に応じた給食を提供すること。 

   （カ）保育総定員に応じたローテーション対応の保育士として、適切な人数を

配置すること。 

   （キ）障害児対応として、港区立保育園等における障害児等保育実施要綱に基

づき、適切な人員を配置すること。 

   （ク）一時保育には、前記（４）（ア）とは別に、職員を配置すること。 

  

２ 施設の維持管理 

  本施設は、神明いきいきプラザ及び神明子ども中高生プラザとの複合施設であり、

主たる管理者は神明いきいきプラザを管理する指定管理者が施設の維持管理等に関

する責務を負うものとします。 

保育園は、神明いきいきプラザ及び神明子ども中高生プラザと連携を図るととも

に、省エネルギー、省資源、グリーン購入に努めてください。詳細については、業務

基準書（別紙２）及び業務仕様書（別紙３）を参照してください。 

（１）施設の維持管理業務 

指定管理者が行う維持管理に関する業務は、下記のとおりです。詳細につい

ては、別紙業務基準書及び業務仕様書を参照してください。 

ア 施設の日常、定期及び特別清掃及び環境衛生管理等を行い、園児等の安全  

を確保すること。 

イ 廃棄物の処理を行うこと。 

ウ 調理室内の給食設備点検（食器洗浄機の清掃含む）を行うこと。 

エ 植栽の管理（害虫駆除を含む）を行うこと。 

オ 学校１１０番非常通報装置点検を行うこと。 

カ その他、次の業務を行うこと。 

（ア）施設・付属設備の管理及び物品等の取扱いに関する業務。 

（イ）１件２００万円（税込）以下の軽易な修繕及び整備。 

（ウ）施設内の清掃の保持、整頓その他の環境整備に関する業務。 

 

（２）安全・安心に関する業務  

ア 災害や事故の発生などの緊急時において、「港区危機管理基本マニュアル」 

（別紙４）に基づき、「緊急対応マニュアル」を作成し、利用者等の避難誘導、 

関係機関への通報、傷病者の医療機関への搬送の付き添い、安全確保、通報・ 

連絡等の迅速かつ的確な対応を行うこと。 

   イ 児童の安全確保を図るため、保育園設備の安全点検、職員や児童の園外で

の活動、取組等における安全確保に関する指導、職員の研修及び訓練その他

日常生活における安全に関する事項について定めた「安全計画」を作成する
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こと。また、安全計画を職員や保護者に対し周知するとともに、研修及び訓練

を定期的に実施すること。 

ウ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する継続的な支援の提供

及び早期の業務再開を図るため、「港区業務継続計画」を作成し、必要な研修

及び訓練を定期的に実施すること。また、感染症及び食中毒の予防及びまん

延防止のための研修や訓練を実施すること。 

エ 休日・夜間の連絡体制を確立すること。 

オ 区有施設等安全点検及び点検報告(日常点検・総点検・エレベータ点検確認) 

「港区有施設の安全管理に関する要綱」（別紙５）、「港区有施設安全管理業務 

実施要領」（別紙６）に基づく安全管理体制の整備、日常安全点検等を実施す 

ること。 

カ 災害等に際して、従事職員及び一時的に施設に滞在することになった利用 

者の食料や飲料水等を購入し、適切に管理すること。指定期間満了時におい 

て消費期限を超えていない物については、次期指定管理者に引き継ぐこと。

なお、購入にかかる費用は区が指定管理料で措置する。 

キ 震災及び新型インフルエンザ等が発生した場合を想定し、「港区業務継続計 

画」に基づき、開館時間外の災害その他あらゆる緊急事態、非常事態に際し 

て、従事職員用の食料等の確保や業務体制の整備など速やかに対応できる体 

制を整えること。なお、港区防災対策基本条例の規定に基づく、事業者の責務 

を負うものとする。 

ク ＡＥＤ日常作動点検を行い、保守管理を行うこと。また、緊急時には迅速に

活用できるよう、日頃より操作訓練・普通救命講習受講等を行うこと。 

ケ 上記アからクまでを適切に遂行するための「児童施設災害時行動マニュア 

ル」の作成、職員研修の実施等を行うこと。なお、各マニュアル及び計画は定 

期的に見直しを行い、必要に応じて区と協議の上、マニュアル等の変更を行 

うものとする。 

コ 園児に対する見守り、声掛け、相談、児童虐待が疑われる場合には、子ども 

家庭支援センターへの引継ぎなどの様々な支援を行うこと。  

サ  区実施の総合防災訓練等に協力するほか、災害時は区の指示に基づき区民 

 の安全確保のため協力すること。 

シ 芝地区総合支所等との防災無線や避難所運営等の訓練に参加又は協力する 

こと。 

ス 園庭等を地域の保育園、子育て支援施設等に利用させるにあたり、園児や 

利用者等の安全を確保するため、必要な措置をとること。 

セ 区が津波避難ビルに指定しているプラザ神明については、別途締結する津 

波避難ビルに関する協定に基づき対応すること。 

ソ 管理する個人情報の保護をはじめ情報セキュリティについては、本業務に 

従事するすべての者が「港区情報安全対策指針」（別紙７）を遵守し、漏えい 

の防止等の適正な管理に努めること。 
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タ 本施設は複合施設であるため、神明いきいきプラザ、神明子ども中高生プ 

ラザの管理者と協力し、非常時に備え協力体制を整えるとともに日常訓練を 

行うこと。 

  

３ 管理運営の基準 

（１）関係法令の遵守 

指定管理者は、以下に掲げるものをはじめとした関係法令等を遵守し、施設の

管理運営を行ってください。 

 

ア 児童福祉法 

イ 子ども・子育て支援法 

ウ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

エ 港区立保育園条例及び施行規則 

オ 港区保育の実施に関する条例及び施行規則 

カ 港区立保育園における一時保育に関する事務取扱要綱 

キ 港区立保育園等における障害児保育実施要綱 

ク 港区休日保育及び年末保育に関する事務取扱要綱 

ケ 港区延長保育実施要綱 

コ とうきょうすくわくプログラム推進事業実施要項 

サ 地方自治法 

シ 労働関係法（労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法等） 

ス 食品衛生法 

セ 個人情報の保護に関する法律 

ソ 港区情報公開条例及び施行規則 

タ 港区環境基本条例 

チ 港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例及び施行規則 

ツ 港区区有施設の安全管理に関する要綱 

テ 港区防災対策基本条例 

ト 港区暴力団排除条例 

ナ 障害者の雇用の促進等に関する法律 

ニ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

ヌ その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる各種法令・条例等 

 

（２）区が定める指針等の遵守 

   以下の主な指針等を十分認識の上、対応してください。 

ア 港区指定管理者制度運用指針 

イ 港区情報安全対策指針 

ウ 港区環境マネジメントシステムハンドブック 
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エ 港区区有施設受動喫煙防止対策基本方針 

オ 港区行政情報多言語化ガイドライン 

カ (公社)港区シルバー人材センター及び区内障害者授産施設等への優先発注 

キ 区内中小事業者への優先発注 

ク 港区の契約における暴力団等排除措置要綱 

ケ 港区職員のハラスメントの防止等に関する要綱 

コ 港区職員接遇マニュアル「あったかマナーみなと」 

サ 港区職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する要綱 

シ 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に 

関する要綱 

  ス  その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に係る指針等 

 

（３）個人情報保護 

   指定管理者は、指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、関

係法令等を遵守し、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止、その

他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じてください。 

 

（４）再委託の禁止 

指定管理業務の全部又は主たる部分を再委託することはできません。 

ただし、清掃・警備及び設備の保守点検など専門性の高い個別業務等について

は、区の事前承認を得た場合に限り、再委託ができます。 

再委託を行う場合においては、区内中小企業やシルバー人材センター等を積極

的に活用してください。 

 

（５）地域との連携  

ア 地元町会・自治会や、その他関係団体など、地域と良好な関係を築くため、地 

域の行事やイベントに参加するなど、積極的に地域との交流を図ってください。 

イ 日曜・祝日は園庭開放を行うこと。園庭開放後の開園日に園庭を使用する際 

は、危険物等の有無について、職員の目視により安全を確認後に園庭を使用し 

てください。 

ウ 区が主催する園長会等に参加し、情報共有や連携に努めてください。 

 

（６）区と指定管理者の役割分担及び管理責任の分担 

ア 役割分担（◎：主体的な役割 ○：補助・助言・指導する役割） 

項  目 港区 指定管理者 

設置者としての責務 ◎ － 

保育園の管理運営 
○ 

条例・規則事項 
◎ 

 施設の管理（設備、物品の管 ○ ◎ 
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理） 

施設の占用・行為許可 ◎ － 

苦情対応 ○ ◎ 

緊急時の対応（事件・事故

等） 
◎（※） ◎（※） 

施設の安全対策 

（安全点検・整備・改修等） 
◎（※） ◎（※） 

広報・PR ○ ◎ 

事業運営 ○ ◎ 

  （※）設置者としての責任は区にあり、管理責任は指定管理者にあることを示します。 

 

イ 管理責任の分担（○：主たる分担者） 

項   目 内   容 
管理責任分担 

港区 指定管理者 

１ 法令等の変更 

(1) 
指定管理業務に影響を及ぼす法令

等の変更 
○  

(2) 
上記以外の指定管理者自身に影響

を及ぼす法令等の変更 
 ○ 

２ 税制の変更 
(1) 

指定管理業務に影響を及ぼす税制

の変更 
○  

(2) 上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

３ 物価変動 (1) 
指定期間中の物品費、人件費等物

価変動に伴う経費の増加 
 ○ 

４ 金利変動 (1) 
指定期間中の金利変動に伴う経費

の増加 
 ○ 

５ 書類 

(1) 区が作成した書類に起因する事項 ○  

(2) 
指定管理者が作成した書類に起因

する事項 
 ○ 

(3) 
両者記名捺印した協定書に起因す

る事項 
相互で協議 

６ 
指定管理者の

指定 

(1) 
区の事由により指定管理者の指定

が議会で議決されない場合 
○  

(2) 

指定管理者候補者の事由により指

定管理者の指定が議会で議決され

ない場合 

 ○ 

７ 

指定管理業務

の変更及び経

費の変動 

(1) 
区の事由による指定管理業務の変

更に伴う経費の増加 
○  

(2) 
上記以外の事由による指定管理業

務の変更及び経費の増加 
 ○ 

８ 住民対応 (1) 地域との協調  ○ 
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(2) 
指定管理業務及び自主事業の内容

に対する住民からの苦情、要望等 
 ○ 

(3) 
上記以外の区政全般への苦情、要

望等 
○  

９ 環境問題 

(1) 
施設又は用地からの有害物質等の

発生 
○  

(2) 

指定管理業務及び自主事業に起因

する有害物質の排出・漏洩、騒音、

振動、光、臭気等に関するもの 

 ○ 

10 不可抗力 

(1) 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地

震、落盤、火災、争乱、暴動その

他の区又は指定管理者の責めに帰

すことのできない自然的又は人為

的な現象）による被害の発生、拡

大及び施設・設備の復旧 

○  

(2) 

不可抗力によるもので、指定管理

者の対応の遅れ、施設管理の不備

等による被害の発生、拡大及び施

設・設備の復旧 

 ○ 

11 施設の損傷 

(1) 
指定管理者の故意又は過失による

もの 
 ○ 

(2) 
施設の設計・構造上の瑕疵による

もの 
○  

(3) 

上記以外の経年劣化、第三者行為

（相手方が特定できないもの）等

によるもの（１件 200 万円（税込）

を超えるもの） 

○  

(4) 

上記以外の経年劣化、第三者行為

（相手方が特定できないもの）等

によるもの（１件 200 万円（税込）

以下のもの） 

 ○ 

12 
備品（Ⅰ種）の

損傷 

(1) 
指定管理者の故意又は過失による

もの 
 ○ 

(2) 

上記以外の経年劣化、第三者行為

（相手方が特定できないもの）等

によるもの 

○  

13 
施設等の保守

点検 

(1) 区の事由による保守点検の増加 ○  

(2) 
指定管理者の責め及び保守点検の

不備による保守点検の増加 
 ○ 

14 
第三者への 

賠償 

(1) 
指定管理者の責めにすべき事由に

より第三者に生じた損害 
 ○ 

(2) 
上記以外の事由により第三者に生

じた損害 
○  

15 セキュリティ (1) 指定管理者の警備不備による情報  ○ 
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漏洩、犯罪発生等 

(2) 
上記以外の事由による情報漏洩、

犯罪発生等 
○  

16 
使用料等の 

管理 
(1) 

施設利用者から徴収又は収納した

使用料、区から予め交付した還付

のための使用料、事業に伴う金銭

の盗難・紛失 

 ○ 

17 
指定期間の 

終了 

(1) 

指定期間終了の場合（指定期間の

満了以前の取消し等による場合を

含む。）における区又は区が指定す

るものに対する業務の引継ぎに要

する費用 

 ○ 

(2) 

指定期間終了の場合（指定期間の

満了以前の取消し等による場合を

含む。）における原状復帰に要する

費用 

 ○ 

（備考） 

２(1) 消費税率の変更を想定した規定です。 

２(2) 収益関係税、外形標準課税など指定管理者自身に影響を及ぼす税制の変更を想定した

規定です。 

 

４ 運営経費等に関する事項 
（１）指定管理料の支払 

指定管理料は、提案のあった額を上限とし、区の予算の範囲内で支払うものとし

ます。支払方法、支払時期については、基本協定書・年度協定書で定めます。 

資金・収支計算書及び受託経費見積書は、区が定める次の６つの経費区分に従

うとともに、人件費や物価の変動の影響を考慮の上、作成してください。 

なお、原則、経費区分間の流用はできないものとし、やむを得ない理由で流用す

る際は、区と協議の上決定するものとします。 

ア 職員人件費 施設に勤務する職員等（職員配置表に記載した職員等）に

かかる人件費 

 

※職員配置表で配置することとした職員の人件費につい

て積算してください。 

※人件費の積算に当たっては、職員の定期昇給がある場合

は加味してください。また、区が定める最低賃金水準額

を遵守してください。（最低賃金水準額は項番Ⅱ４（２）

を参照） 

※事業計画に基づく施設職員の確実な配置及び当該職員

の人件費を保証する観点や、指定管理者の経営努力によ

る経費節減が見込まれないことから、予算額と実績額の

差額（余剰金）を清算します。清算方法の詳細について

は、基本協定書で定めます。 

※「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」に基
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づく賃金改善及び東京都の定める「保育士等キャリアア

ップ補助金交付要綱」と同様のキャリアアップに向けた

取組みを行ってください。 

イ 光熱水費 施設の維持管理に必要な電気料金、水道料金 

 

※光熱水費（電気、水道代）については、予算額と実績額

の間に乖離が生じる可能性が高いことから、予算額と実

績額の差額（余剰金）を清算します。清算方法の詳細に

ついては基本協定書で定めます。 

※電気及び水道の供給事業者への支払いは神明いきいき

プラザが行いますが、経費は神明いきいきプラザ及び神

明子ども中高生プラザと面積按分を行い、清算します。 

※神明保育園にガス設備はありません。 

ウ 修繕費 施設や設備等の修繕、備品等の修理に必要な経費 

 

※指定管理者が作成した修繕計画に基づき区が優先順位

を設定し、１件 200 万円（税込）以下の建物躯体や建物

設備の保全のための軽易な修繕及び整備費用（併設施設

部分を含む。）については、指定管理料に含めます。 

※１件 200 万円（税込）を超える修繕又は修理は、指定管

理料とは別に区が実施します。 

※予算額と実績額の間に乖離が生じる可能性が高いこと

から、予算額と実績額の差額（余剰金）を清算します。

清算方法の詳細については基本協定書で定めます。 

エ 事業運営費 施設で実施する各種事業に必要な経費 

 

※当該経費について清算はありません。ただし、事業の中

止等で実績が事業計画を下回ったことによる執行残額

は区に返還します。清算方法の詳細については基本協定

書で定めます。 

オ 施設管理経費 施設の維持管理に必要な保守・検査業務、清掃業務、警備

業務、廃棄物処理等にかかる経費 

 

※当該経費について清算はありません。ただし、事業の中

止等で実績が事業計画を下回ったことによる執行残額

は区に返還します。清算方法の詳細については基本協定

書で定めます。 
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カ その他経費 本社（本部）等が労務管理などの業務を一括して行うため 

に施設（事業所）が負担する経費、施設を本社（本部）等

が支援するために必要な経費、企業の利益など、上記のア

～オのいずれにも該当しない経費 

 

※ 「その他経費」は、一括計上は不可です。次の内訳に  

 基づいて記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※各経費の計上に当たっては、算定の考え方や根拠等を明らかにする資料を必ず 

   添付してください。 

 

（２）従事する職員の最低賃金水準額 

指定管理者は、本施設に配置される職員（再委託及び人材派遣会社により配置 

する職員を含む。）の最低賃金水準額を遵守してください。最低賃金水準額は、「港

区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する

要綱」で定める金額と同額です。 

 令和８年度 

職種 時間単価（円） 職種 時間単価（円） 

一般事務 １，５７０ 看護師 ２，０００ 

保育士 １，７４０ 保健師 ２，０００ 

一般作業 １，５７０ 栄養士 ２，０００ 

給食調理 １，５７０ 検査技師 ２，５３０ 

心理判定員 ２，５３０ 歯科衛生士 ２，５３０ 

理学・作業療法士 ２，５３０ 診療放射線技師 ２，５３０ 

その他職種 １，５７０ 

 

      最低賃金水準額は、毎年度見直します。また、最低賃金法（昭和 34 年法律第 

137 号）に基づく地域別最低賃金額が最低賃金水準額を上回ったときは、地域別最 

低賃金額を最低賃金水準額とします。 

   ※最低賃金水準額の根拠となる法令等は、今後、港区における公契約に関する 

「その他経費」の内訳について 

事務管理経費 
本社(本部)等による施設支援に係る、人件費等、

会議費、出張費等 
運営費 
本社(本部)等による施設支援に係るシステム維

持管理費、賃借料、光熱水費、リース料等 
租税公課 
指定管理者が納付すべき消費税や事業所税 等 

58



15 
 

例規等に変更になる可能性があります。変更になった場合は、別途お知らせい 

たします。 

 

（３）備品購入の取扱い 

１点予定価格５万円（税込）を超える備品については、区が必要と認めた場合に

限り、区が購入し、無償で貸与します。備品の管理は指定管理者の責務とします。 

 

（４）収入 

保育園の保育料は、区の収入となります。管理運営業務は、原則として区からの

指定管理料で措置します。なお、事業実施に要する経費のうち、参加者個人に直

接かかる経費（材料費など）は実費徴収できます。その他については、区と指定管

理者が協議の上決定します。 

 

（５）キャッシュレス決済の推進 

区は、PayPay 株式会社が提供する二次元コード決済である「PayPay」を全ての

区有施設等の窓口で利用可能な決済サービスとするとともに、一定以上の収納件

数が見込まれる場合はマルチ決済端末（クレジットカード、電子マネー、二次元

コード）を配備しています。 

指定管理者は、項番Ⅱ４（４）の収入を利用者から直接収納する場合、区と協議 

の上、キャッシュレス決済の導入に向けた必要な対応をお願いします。キャッシ

ュレス決済に係る費用負担の考え方は下表のとおりです。 

収納内容 月額利用料、決済手数料等の負担者 

使用料又は利用料金を収納する場合 
区 

（指定管理料で措置） 基本事業や提案事業において 

参加者に直接かかる経費を収納する場合 

自主事業において 

参加者に直接かかる経費を収納する場合 
指定管理者 

 

（６）損害賠償保険 

施設運営に当たり、指定管理者が業務を行うに当たって施設に損害が生じた場

合に対応する「施設賠償責任保険」と施設利用者等に損害が生じた場合の損害賠

償額を担保するための「第三者賠償保険」に必ず加入します。 

指定管理者が加入すべき保険の補償額の最低水準は、「特別区自治体総合賠償責 

任保険制度」で定める金額とします。 

 

（７）消費税及び事業所税 

ア 消費税 

消費税法第２条第１項第８号において、課税対象となる「資産の譲渡等」に

ついて、「事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の
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提供をいう」と規定されていることから、指定管理料は、原則として、その全

額が消費税の課税対象となります。なお、社会福祉施設等、公の施設の種類と

内容によって非課税として取り扱われる場合もあります。 

イ 事業所税 

利用料金制を採用している公の施設で指定管理者が事業主体とみなされる

場合は、事業所税の課税対象となる可能性があります。なお、各施設・各指定

管理者の具体的な判定については、管轄する都税事務所に確認願います。 

 

（８）消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応 

令和５年10月から導入された消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）

において、利用料金等の収受に際し、登録番号、適用税率、消費税額等を記載した

適格請求書（インボイス）の利用者への交付が想定されます。指定管理者におい

ては、インボイスの事業者登録をはじめ、必要な対応をお願いします。 

 

（９）銀行口座の開設 

   本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理するため、本業務に固有の銀行

口座を開設し、適切な運用を図るものとします。 

 

（10）その他 

本要項に定めのない事項については、区と指定管理者が協議の上決定し、協定書 

により定めます。 
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Ⅲ 選定手続 

１ 公募の手続・手順 

（１）申請者の資格 

地方自治法第 244 条の２第３項に規定する法人その他の団体で、以下の項目を

すべて満たす者とします。 

ア 令和８年２月現在、認可保育園、港区保育室又は認証保育所(東京都認証保 

育所事業要綱に適合した施設)の運営実績を有する事業者 

イ 保育園の運営に熱意を持ち、施設の効用を最大限に発揮するとともに効率的 

な管理運営が図れる者 

ウ 指定期間中、児童福祉法等関係法令、東京都保育設置認可基準等を遵守、安 

定して質の高い保育サービスを提供する能力を有する者 

エ 港区議会議員、区長、副区長、教育長並びに地方自治法第 180 条の５に規定 

する委員会の委員又は委員が、無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役 

若しくはこれらに準ずべき者、支配人又は清算人となっていない法人や、その

他の団体。ただし、区が資本金、基本金その他これらに準ずるものの二分の一以

上を出資している法人その他の団体であって、区議会議員以外の者が役員等と

なっているものを可とする。 

オ 区の児童福祉行政を理解し、積極的に協力する事業者であること。 

  カ 円滑な業務の引継ぎを実施できること。 

キ 団体又はその代表者が以下のいずれにも該当しないこと。 

（ア）地方自治法施行令第 167 条の４第２項及び第 167 条の５第１項（同項を準

用する場合を含む。）の規定により港区における一般競争入札等の参加を制

限されている者 

（イ）経営不振の状態（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項に

基づき更生手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）第 21 条第 1 項に基づき再生開始手続開始の申立てをしたとき、手形又

は小切手が不渡りになったとき等。）にある者。 

（ウ）国税又は地方税を滞納している者 

（エ）指定管理者の指定の取消し（法人格の変更に伴う指定の取消しを除く。）

を受けてから２年間が経過していない者 

（オ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に掲げる暴力団、

暴力団若しくはその構成員若しくはその構成員でなくなった日から５年を

経過していない者の統制下にある団体、又は特殊知能暴力集団、準暴力団そ

の他の犯罪集団に該当しない団体 

 

（２）複数の団体による共同申請 

ア 複数の団体で共同事業体を結成し、申請することも可能です。その場合は、 
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申請時までに共同事業体を結成し、適切な名称を設定の上、代表団体（他の団体 

は構成団体とします。）を定めてください。共同事業体のすべての団体が上記（１） 

申請者の資格（構成団体はアを除く。）に該当することが必要です。 

イ 共同事業体で、法人等を設立する場合は、指定管理者の指定の議決までに、 

法人登記事項証明書又はそれに代わる書類等を提出してください。 

ウ 当該共同事業体の代表団体及び構成団体は、本公募において別の共同事業体 

又は単独により申請することはできません。 

エ 代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。ただし、区が業務遂 

行上の支障がないと判断した場合に限り、変更できるものとします。 

 

（３）公募の日程 

公募要項発表 令和８年 ２月１６日（月） 

公募説明会・現地見学会 令和８年 ２月２７日（金） 

質疑受付 令和８年 ２月１６日（月）から 

令和８年 ３月 ３日（火）まで 

質疑回答 令和８年 ３月１７日（火） 

申請受付 令和８年 ２月１６日（月）から 

令和８年 ５月２２日（金）まで 

第一次審査（書類審査） 令和８年 ６月１８日（木）予定 

第二次審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ） 令和８年 ７月 ２日（木）予定 

指定管理者候補者選定 令和８年 ８月上旬予定 

指定管理者の指定 令和８年１０月下旬予定 

 

（４）公募説明会及び現地見学会 

  ア 公募説明会 

   ・日時   令和８年２月２７日（金）午前９時 10分～10 時 

   ・場所   プラザ神明（３階・子育て支援室）（港区浜松町一丁目６番７号） 

  イ 現地見学会 

   ・日時   令和８年２月２７日（金）午前 10 時 10 分～11 時 10 分 

   ・場所   神明保育園（港区浜松町一丁目６番７号） 

  ウ 参加申込 

    所定の申込書を令和８年２月２０日（金）午後５時までに、エの連絡先にメ

ールで送信してください。送信確認のため、送信後に電話にて連絡をお願いい

たします。（会場の都合上、１団体２人まででお願いします） 

エ 連絡先 

  港区芝地区総合支所管理課施設運営担当 担当 松井、金沢 

  電話 ０３－３５７８－３１３５ 

  メールアドレス minato76@city.minato.tokyo.jp 
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（５）申請手続 

   応募を希望する事業者は、下記の書類を提出してください。 

提 出 書 類 様式 

部数 

正本 
副本 

① 

副本 

② 

① 

指定管理者指定申請書 【様式１】 １部 - - 

共同事業体の場合は次の様式も提出してください。  

[Ａ]共同事業体構成書 【様式Ａ】 １部 １部 ８部 

[Ｂ]共同事業体協定書兼委任状 【様式Ｂ】 １部 ‐ ‐ 

[Ｃ]宣誓書 【様式Ｃ】 １部 ‐ ‐ 

[Ｄ]安定運営の取組 【様式Ｄ】 １部 １部 ８部 

② 
宣誓書 
※共同事業体の場合は提出不要（様式Ｃで可） 

【様式２】 １部 ‐ ‐ 

③ 法人（団体）等の概要 【様式３】 １部 １部 ８部 

④ 定款、寄附行為又はこれに類するもの 
※最新のもの 

－ １部 １部 ‐ 

⑤ 法人の登記事項証明書（全部事項証明書） 
※申請日前３ヵ月以内に発行されたもの 

－ １部 １部 ‐ 

⑥ 印鑑証明書 
※申請日前３ヵ月以内に発行されたもの 

－ １部 １部 ‐ 

⑦ 

預金残高証明書 
※最新の決算期末日現在のもの 

※本社として応募される場合は、本社の主要取引口座に関

する証明書のみで可 

－ １部 １部 ‐ 

⑧ 

決算書類等 
※直近の決算期３期分に係るもの 

 

書類例 

[株式会社] 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別

注記表、事業報告、付属明細書、連結財務諸表（該当す

る団体のみ） 

[社会福祉法人] 

 資金収支計画書、事業活動計算書、貸借対照表、計算書

類の注記、事業報告、附属明細書、財産目録 

[ＮＰО法人] 

活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記、財産目録、

事業報告書 

 

様式自由 １部 １部 ‐ 

⑨ 

監査報告書 
※直近の決算期３期分に係るもの 

※会計監査人（公認会計士又は監査法人）の監査を受けて

いる場合には、会計監査人の監査報告書も提出 

様式自由 １部 １部 ‐ 
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⑩ 

事業計画書及び収支予算書 
※公益法人等、法令で作成が義務付けられている団体のみ

提出 

※申請日に属する事業年度のもの 

様式自由 １部 １部 ‐ 

⑪ 

法人税、消費税、法人事業税、地方消費税の納税証明

書 
※直近の決算期２期分に係るもの 

※本社として応募される場合は、本社所在地に係る地方税

の証明書のみで可 

－ １部 １部 ‐ 

⑫ 担保提供資産について 【様式４】 １部 １部 ‐ 

⑬ 債務の保証について 【様式５】 １部 １部 ‐ 
 

⑭ 類似施設の管理運営実績について 【様式６】 １部 ‐ ８部 

⑮ 情報セキュリティ確認チェックシート 【様式７】 １部 ‐ ８部 

⑯ 労働環境チェックシート 【様式８】 １部 ‐ ８部 

 

（６）計画書類の提出 

申請者は、計画書類等提出書【様式９】のほか、下記の計画書類を提出してくだ

さい。 

№ 提出書類 様式 

提出部数 

正本 
副本 

①  
副本 

② 

管理運営計画に関する書類 

① 指定管理者計画書類等提出書 【様式９】 1 部 １部 ８部 

② 資金・収支計画書 

（令和９年度から令和 18年度まで） 
【様式 10】 １部 １部 ８部 

③ 受託経費見積書 

（令和９年度） 
【様式 11】 1 部 1 部 ８部 

④ 
給与・報酬・賃金等に関する規程 
※最新のもので、人件費の積算内訳の根拠となるも  

 の 

様式自由 1 部 1 部 ８部 

事業運営に関する書類 

⑤ 法人の保育理念、基本方針及び事業計画 【様式 12】 1 部 ‐ ８部 

⑥ 

保育目標、全体的な計画、個別計画及び指導計

画の考え方 

（保育所保育指針を踏まえた小学校への円滑

な接続を含む） 

【様式 13】 1 部  ‐ ８部 

⑦ 
特別な保育事業に関する考え方や取組 

（a.延長保育 b.一時保育 ｃ.年末保育 

 d.休日保育） 

【様式 14】 1 部  ‐ ８部 

⑧ 大規模な保育園の運営に対する考え方や取組 【様式 15】 1 部  ‐ ８部 
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⑨ 食事の提供についての考え方や取組（子どもの

発達に合わせた食事の提供・食育の推進等） 
【様式 16】 1 部  ‐ ８部 

⑩ 

保護者との関わりに関する考え方や取組（子育

て相談、苦情解決・サービス向上の取組及び利

用者の意見を反映する仕組みに関することを

含む） 

【様式 17】 1 部  ‐ ８部 

⑪ 障害や、外国籍、性的マイノリティ等特別な支

援や配慮が必要な子どもへの考え方や取組 
【様式 18】 1 部  ‐ ８部 

⑫ 

子ども自身の悩み・トラブルへの対応や子ども

の人権に配慮した事業運営について（保育園や

家庭における虐待、強要、差別等の防止や予防、

早期発見など） 

【様式 19】 1 部  ‐ ８部 

⑬ 

地域特性を踏まえた児童の健全育成に対する

取組（地域全体の児童へのアプローチや園庭開

放・保育園であそぼう等に関する提案等を含

む） 

【様式 20】 1 部  ‐ ８部 

⑭ 
地元町会・自治会や近隣住民、関係機関等と 

の連携・交流 
【様式 21】 1 部  ‐ ８部 

⑮ 提案事業計画・自主事業計画 【様式 22】 1 部  ‐ ８部 

⑯ 

指定管理者変更時の業務引継 
※引継ぎを行う場合、引継ぎを受ける場合の両方を

記載してください。また、主な引継ぎ項目とその

引継ぎに要する期間（目安）も記載してください。 

【様式 23】 1 部  ‐ ８部 

管理運営体制に関する書類 

⑰ 
指定管理施設の職員配置表 
※港区が定める「指定管理施設雇用区分確認表」に、

基づき作成してください。 

【様式 24】 1 部  ‐ ８部 

⑱ 資格、賃金体系表、職員の経験年数に関する資

料を添付してください。 
様式自由 1 部 ‐ ８部 

⑲ 職員ローテーション表（雇用区分別 a.月～金 

b.土 c.日曜・祝日） 
【様式 25】 1 部  ‐ ８部 

⑳ 園長及び副園長候補者２名の経歴・役割分担 
【様式 26‐１】 

 

【様式 26‐２】 

1 部 

 

 1 部 

‐ 

 

‐ 

８部 

 

８部 

㉑ 

人材確保・職員採用に対する考え方や取組 

① 人材確保・職員採用（採用資格、実務経験、 

雇用形態、賃金等） 

② 職員の欠勤・欠員時の対応や補充の流れに

ついて（業務担当者が事故等により不在と

なった場合に担当者と同等の人員を配置す

るなど、事業の継続性を担保する本社の支

援体制） 

【様式 27】 1 部  ‐ ８部 
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㉕ 

職員の定着化のための考え方や取組 

（ハラスメントなどのない職員の働きやすい

職場環境づくりの考え方や取組及びキャリア

アップ内容を含む） 

【様式 28】 1 部  ‐ ８部 

㉖ 

職員の人材育成・研修（倫理教育、接遇能力や

専門知識の向上等）や職員間の連携・協力に対

する考え方や取組 

（研修体制・期間・内容の具体的な提案、職員

間での情報共有・課題解決のための取組、その

他独自の取組などについて） 

【様式 29】 1 部  ‐ ８部 

㉗ 

マニュアルの整備 

・マニュアルの一覧 
【様式 30】 1 部  ‐ ８部 

・マニュアル本文 
※計画書類とは別のファイルで提出してください。 

－ 1部  ‐ １部 

㉘ 本社（本部）のサポート（協力）体制 【様式 31】 1 部  ‐ ８部 

㉙ 

再委託を予定している業務 

a.委託内容 b.委託を行う理由 

c.委託予定金額 

  d.委託予定先・所在地及び選定理由 
※区内中小企業やシルバー人材センターなどを積

極的に活用してください。 

【様式 32】 1 部 ‐ ８部 

㉚ 

神明いきいきプラザ及び神明子ども中高生プ

ラザとの効果的な管理運営についての具体的

提案 

【様式 33】 1 部 ‐ ８部 

安全対策・危機管理について 

㉛ 

乳幼児の活動中（施設内・戸外）の安全対策・

危機管理体制の取組（設備の適切な維持管理等

を含む） 

【様式 34】 1 部 ‐ ８部 

安全対策・危機管理について監査や指導検査等

で指摘を受けている場合はその通知及び改善

報告書等 

  － 1 部 ‐ ８部 

㉜ 
健康・衛生管理（保健計画、児童の健康管理、

疾病、感染症等の対応、施設の衛生管理等） 
【様式 35】 1 部 ‐ ８部 

㉝ 
食事提供時の安全への取組（アレルギー対応、

誤食・食中毒予防等の取組） 
【様式 36】 1 部 ‐ ８部 

㉞ 
情報セキュリティ及び個人情報保護に関する

考え方と具体的な取組 
【様式 37】 1 部 ‐ ８部 

その他 

㉟ 
区内中小事業者の活用、シルバー人材センター

活用等の高齢者の雇用促進に向けた取組 
【様式 38】 1 部 ‐ ８部 
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㊱ 
今後の障害者法定雇用率の達成見込みと障害

者の雇用促進に向けた取組 
【様式 39】 1 部 ‐ ８部 

（７）提出書類に関する留意事項 

ア 申請書類、計画書類提出後の内容変更は、提出締切日まで受け付けます。 

イ 上記のほか、区が必要とする書類の提出を求めることや、ヒアリングを実施

する場合があります。 

ウ 申請書類等の著作権は、作成した団体に帰属します。ただし、提出された応

募書類は返却できません。区の責任において一定期間保管後、廃棄します。 

エ 提出書類の文字フォントは可能な限りＵＤＦ（本文についてはＢＩＺ ＵＤ 

明朝 Ｍｅｄｉｕｍ、見出し（項目）についてはＢＩＺ ＵＤ ゴシック）、１１ポ

イントを使用し、Ａ４判タテ 1 枚（両面まで記載可能）で作成(所定様式が定め

られているもの、パンフレット類を除く)し、ファイルに左綴じにしてください。

なお、（６）計画書類㉗のマニュアル本文は、計画書類のファイルとは別のファ

イルに綴り、ファイル表紙と背表紙に「㉗様式 30 関連 マニュアル本文」とそ

れぞれ正本、副本②を記入の上、提出してください。この場合、資料の右上に資

料番号を振り、目次とページを付してください。 

オ ファイルの表紙と背表紙には「港区立神明保育園指定管理者申込書類一式」

と記入し、正本、副本①、副本②をそれぞれ表示し、ファイルのはじめに提出書

類一覧表を目次として綴じ、正本のみ、法人名を明記したシールを貼付してく

ださい。また、申請書類には、前記（５）の見出しを、計画書類には前記（６）

の見出しをインデックスでつけ、見出し毎に通し番号のページを付してくださ

い。 

カ 副本①は正本をそのまま複写、副本②は法人名など応募事業者が特定できる

部分をマスキング（黒塗り）の上、提出してください。 

キ 上記のほか、電子媒体（ＣＤ－Ｒ）に正本及び副本①②を入力したものを１

部提出してください。 

ク 区は、指定管理者の選考結果及び提案内容等を公表する場合等、区が必要と

認めるときは、無償で提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。 

ただし、公開することにより応募者に明らかに不利益を与えると認められる

書類については公表しません。 

ケ 提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

 

（８）応募に関する留意事項 

ア 本要項に定める手続き以外の手法により、選考委員又は関係者に本選考に対

する助言等を直接または間接的に求めた場合は、失格となる場合があります。 

イ 応募書類を提出した後、辞退する場合は、辞退届（様式自由）を提出してく

ださい。 

ウ 提案や指定後の協議に対しての参加報酬・交通費及び受託のための準備等に

かかる経費は、応募者の負担とします。 
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エ 共同事業体による応募の場合、代表団体及び構成団体の変更は原則として認

めません。 

 

（９）質疑の受付及び回答 

  ア 質問書の受付 

所定の質問書に必要事項を記入し、下記の提出先に、メールで送信してくださ

い。送信未達を防ぐため、事後に電話にて連絡をお願いします。これ以外での方

法（持参、郵送、電話、口頭等）又は、期間を過ぎたものは受け付けません。 

（ア）質疑受付期間 

令和８年２月１６日（月）～令和８年３月３日（火）（必着） 

平日午前９時から午後５時まで 

(イ) 提出先 港区芝地区総合支所管理課施設運営担当 担当 松井、金沢 

ＴＥＬ ０３-３５７８-３１３５ 

メールアドレス minato76@city.minato.tokyo.jp 
  イ 質問回答 

上記の質問受付期間に受付した質問は令和８年３月１７日（火）を目途に、 

全ての質疑に対する回答書をメールで送信します。港区ホームページでも公表し

ます。なお、回答の際は、質問をした団体名は公表しません。 

この回答書は、本要項と一体のものとして、要項と同様の効力を有します。な 

お、意見の表明と解されるものや質疑の内容（質問内容が不明瞭なもの）によっ 

ては、回答しないことがあります。 

 

（10）申請書類の受付 

申請を希望する法人又は団体は、次により申請してください。 

区にこれらの書類を提出した事業者を申請者とします。 

ア 提出期間   令和８年２月１６日（月）から５月２２日（金）まで 

平日午前９時から午後５時まで 

※ 申請書類の確認を行いますので、提出に際しては、事前に下

記に連絡の上、指定された日時に来所願います。 

※ 申請書類は郵送でも受付可能ですが、提出期限日までの必着

とします。（郵便事故等であっても、期限日までに届いていな

い場合は、受付できません。到達確認の可能な方法で送付す

るか、以下提出先まで電話にて到達確認を行うなど、期限日

までに確実に届く方法で送付してください。） 

※ 申請書類、計画書類提出後の計画内容の変更は、提出締切日

まで受け付けます。 

イ 提 出 先   港区芝公園一丁目５番２５号 港区役所２階 

芝地区総合支所管理課施設運営担当（２０３番窓口） 

電話：０３（３５７８）３１３５ 
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２ 指定管理者候補者の選考・選定  

（１）指定管理者候補者の選考 

ア 指定管理者候補者は、「港区立神明保育園指定管理者候補者選考委員会（以下 

「選考委員会」という。）」において選考します。 

イ 審査方法は、応募者から提出された書類による第一次審査と、第一次審査通 

過者に対するプレゼンテーション等を含めた第二次審査を予定しています。 

ウ プレゼンテーション等を含めた第二次審査の出席予定者は、提案書に記載し 

た港区立神明保育園の園長予定者を含む 3 名までにしてください。 

エ 審査の過程において、選考委員による事業所の視察を行うことがあります。 

オ 審査の結果、ふさわしい候補者がいない場合、選考しない場合があります。

カ 指定管理者候補者として選考された事業者は、辞退することはできません。 

キ プレゼンテーションの際、別にプレゼンテーション用資料の提出を求められ

ていない場合には、あらかじめ提出されていない資料を使った提案はできませ

ん。 

 

（２）指定管理者候補者の選定 

ア 選考委員会が選考した指定管理者候補者について、全庁的な視点から港区指 

定管理者選定委員会で審議した上で、区として指定管理者候補者を選定します。 

    イ 指定管理者として指定されるまでの間に候補者に事故のあるときは、選定さ 

れなかった応募者のうちから新たに候補者を選定することがあります。 

    ウ 指定管理者の指定は、港区議会での議決を経て行います。 

 

（３）基本的な選考基準 

ア 安定的な経営基盤を有していること。 

（公認会計士による財務状況分析を実施します。） 

イ 類似施設の管理運営実績について 

類似施設の管理運営実績 

ウ 事業運営について 

(ア)  法人の保育理念、基本方針及び事業計画 

(イ)  保育目標、全体的な計画、個別計画及び指導計画の考え方（保育所保育指

針を踏まえた小学校への円滑な接続を含む） 

(ウ)  特別保育事業に関する考え方や取組 

(エ)  大規模な保育園の運営に対する考え方や取組 

(オ)  食事の提供の考え方や取組（子どもの発達に合わせた食事の提供・食育の

推進等） 

(カ)  保護者との関わりに関する考え方や取組（子育て相談、苦情解決・サービ

ス向上の取組及び利用者の意見を反映する仕組みに関することを含む） 

(キ)  障害、外国籍、性的マイノリティ等特別な支援や配慮が必要な子どもへの
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考え方や取組 

(ク)  子ども自身の悩み・トラブルへの対応や子どもの人権に配慮した事業運営 

（保育園や家庭における虐待、強要、差別などの防止・早期発見など） 

(ケ)  地域特性を踏まえた児童の健全育成に対する取組（地域全体の児童へのア

プローチや園庭開放・保育園であそぼう等に関する提案等を含む） 

(コ)  地元町会・自治会や近隣住民、関係機関等との連携・交流 

(サ)  提案事業計画書・自主事業計画書（公募要項Ｐ４（３）（４）について） 

(シ)  指定管理者変更時の業務引継計画 

(ス)  再委託を予定している業務 

エ 管理運営体制について 

(ア)  職員の配置（正規、正規以外、常勤、非常勤職員の別、経験年数） 

(イ)  職員ローテーション 

(ウ)  園長及び副園長候補者２名の経歴・役割分担 

(エ)  人材確保・職員採用に対する考え方や取組 

(オ)  職員の定着化のための考え方や取組 

(カ)  職員の人材育成や職員間の連携・協力に対する考え方や取組 

(キ)  マニュアルの整備 

(ク)  本社（本部）のサポート（協力）体制 

(ケ)  神明いきいきプラザ及び神明子ども中高生プラザとの効果的な管理運営

についての具体的提案 

オ 安全対策・危機管理について 

(ア)  安全対策及び危機管理体制 

(イ)  情報セキュリティ及び個人情報保護に関する考え方と具体的な取組 

(ウ)  健康・衛生管理（保健計画、児童の健康管理、疾病、感染症などの対応、

施設の衛生管理等） 

(エ)  食事提供時の安全への取組（アレルギー対応、誤食・食中毒予防等の取組） 

カ 資金・収支計画及び受託経費について 

キ 区内中小事業者の活用、シルバー人材センター活用等の高齢者の雇用促進に 

向けた考え方や取組 

ク 今後の障害者法定雇用率の達成見込みと障害者の雇用促進に向けた考え方や

取組 

 

（４）審査結果の通知 

   審査結果は、第一次審査、第二次審査ともに応募者全員に文書で通知します。 

 

（５）第二次審査用資料の提出 

   第一次審査通過者は、第二次審査におけるプレゼンテーション用資料の提出を

求める場合があります。詳細は、第一次審査通過者に連絡します。 
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Ⅳ 決定後の手続 

１ 基本協定書・年度協定書  

（１）協定の締結 

区議会の議決を経た後、指定管理者として指定し、区は指定管理者と協定を締

結します。 

   締結する協定書は、指定期間を通した包括的な施設の管理・運営に関する基本

的事項を規定する基本協定書と、年度ごとの管理・運営業務や指定管理料に関す

る事項を規定する年度協定書の２種類です。 

 

（２）基本協定書の主な事項 

ア 指定期間 

イ 業務の範囲 

ウ 施設の運営 

エ 施設の維持管理 

オ 区が支払うべき経費 

カ 保険の加入 

キ 自主事業（※自主事業がある場合） 

ク 区と指定管理者の役割分担 

ケ 業務の再委託 

コ 事業計画書、事業報告書等の提出 

サ 業務の引継ぎ 

シ 利用者アンケート実施 

ス モニタリング 

セ 第三者評価 

ソ 緊急時の対応 

タ 環境への配慮 

チ 管理運営業務を行うに当たって保有する個人情報の保護及び関係書類の整

理・保管 

ツ 情報セキュリティ 

テ 指定の取消し及び管理業務の停止 

ト 損害賠償 

ナ 権利義務の譲渡の禁止 

二 目的外使用の禁止 

ヌ 施設・設備等の原状回復 

ネ 区と指定管理者の管理責任の分担 

ノ その他区長が必要と認める事項 
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（３）年度協定書の主な事項 

ア 目的 

イ 協定の期間 

ウ 指定管理料の額 

エ 指定管理料の支払 

オ 指定管理料の清算 

カ 協議 

 

２ 事業計画書及び収支予算書の作成 

（１）事業計画書及び収支予算書の作成 

年間の事業計画書及び収入・支出の概算予定書の提出等 

 

（２）事業報告書及び収支決算書の作成 

区が指示する事業報告書の提出（毎月の施設利用実績、施設の維持管理業務の実

績等）、収支決算書の提出等 

 

３ 業務の引継ぎ等  

指定管理者は、指定期間開始前の期間内６か月を上限として準備業務を行うもの

とします。特に利用者にとって円滑に新たな指定管理者への移行を実現するため、

区や関係機関と指定管理者による移行準備を実施してください。 

指定期間が変更となる場合には、新たな指定管理者は、事業者が交替することに

より、利用者に不安や影響を与えないよう、入念な引継ぎに努めてください。 

引継ぎ等に係る経費は、区が経費を負担する項目（利用者の個人情報に関する引

継ぎなど、指定期間開始前の一定の期間、当該施設で直接引継ぎを行う必要がある

もの）を除き、新たな指定管理者が負担します。 

なお、区が経費を負担する項目に係る引継ぎについては、令和８年 10 月から実施

し、本業務については別途委託契約を締結します。 

  指定期間終了時又は指定の取消しによって管理運営業務が終了する際は、次期指

定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう引継業務を実施してください。 

 

※労働環境確保策の一環としての雇用継続について 

   新たに指定管理者となる事業者は、当該指定管理の協定締結前から当該業務に

従事していた職員のうち希望する労働者について、新たな指定管理の協定を締結

する事業者による継続雇用をお願いします。 
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４ 情報の公表 

（１）応募書類等 

公募時に提出された書類は、理由のいかんを問わず返却しません。申請書類、計

画書類等の著作権は、申請者に帰属します。 

ただし、区は公表等する場合には、申請書類、計画書類等の内容を無償で使用で

きるものとします。 

なお、申請書類、計画書類等は、港区情報公開条例の規定に基づき、公開請求の

対象になります。 

 

（２）選考・選定過程の情報 

指定管理者候補者の選考過程に関する情報（応募書類、選考委員会報告書、公募

時質問項目、選考委員会選定調書、選考委員会会議録・選定委員会会議録等）は、

原則公表します。なお、事業者名については、決定事業者のみ公表の対象とします。 

 

（３）指定管理業務に関する情報 

基本協定書、年度協定書、事業計画書等の事業運営に係る書類、第三者評価及び

労働環境モニタリングの結果等、指定管理業務に関する情報は原則公表します。 

 

５ モニタリング等の実施  

（１）モニタリングの実施 

指定管理者は、毎月の業務実績等の報告書を定められた期日までに提出し、区へ

報告します。区は報告に基づき施設の運営状況等を確認します。また、指定管理者

に対する月次モニタリングとして、チェックシート等を活用し、施設の運営状況等

の把握に努めます。 

また、指定管理者は、施設利用上の問題等の解決策を検討し、業務を円滑に実施

するため、必要に応じて、情報交換や業務の調整を図る場を設けます。 

このほか、指定管理者は、利用者懇談会などを開催し、（おおむね３か月に１回

程度）、意見箱の設置等による利用者等の意見・要望の聴取等、利用者ニーズの把

握を行います。 

区が行うモニタリングは、月次モニタリング及び年度終了時モニタリング等が

あり、毎年度の管理運営実績については、指定管理施設評価票として取りまとめ、

ホームページで公表します。 

 

（２）第三者評価の実施 

区は指定管理者に対し、原則として指定期間中に３回（３年目、６年目、９年目）、

第三者評価機関又はこれに類するものによる評価の受審を義務付け、その結果を

業務運営の改善指導に活用します。第三者評価機関との契約は区が実施します。  
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（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 

   区は、公の施設として利用者の安全・安心の確保をはじめ、区民・利用者サービ

ス維持・向上の観点から、指定期間の２年目と７年目に社会保険労務士による労

働環境モニタリングを実施します。社会保険労務士との契約は区が行います。 

   また、施設で勤務する職員（業務の一部を第三者へ再委託をする場合に施設で

勤務する職員についても含む。）に支給される賃金について、最低賃金水準額を満

たしているか確認をするため、職種ごとに最も低額の賃金の支給を受けている職

員に関する賃金状況給付シートの提出が必要となります。 

 

（４）監査の実施 

ア 地方自治法第 199 条第７項の規定により、区長又は監査委員が必要と認めると

きは、指定管理者が行う管理業務に係る出納関連の事務について、監査を行う

ことがあります。 

イ 港区では、公正性、透明性をより一層確保するため、平成１３年度から外部監

査人（公認会計士や弁護士等）による包括外部監査を実施しています。 

公の施設の管理に関する業務に関し、包括外部監査の対象となる場合がありま

す。 

 

６ 指定の取消し等  

（１）改善勧告・改善報告 

   区は、モニタリング等を通じて、必要に応じて業務改善等を指導しますが、指

定管理者が当該指導に従わない場合や業務の改善が図られない場合は、地方自治

法第 244 条の 2第 10 項の規定に基づき、直ちに改善措置を講じるよう勧告するこ

とができます。勧告がなされた場合、指定管理者は直ちに改善措置を講じ、結果

を区に報告することが必要です。 

 

（２）指定の取消しと業務の停止 

区は、指定の取消しと業務の停止については、港区立保育園条例第９条に定めて

おり、次のいずれかに該当する場合は、指定の取消し又は業務の停止を命じること

があります。その結果、区に損害・損失又は新たに区が負担することとなる費用が

生じたときは、指定管理者がその賠償の責めを負う場合があります。また、当該指

定の取消し等が命じられた場合において、指定管理者に損害が生じても、区はその

賠償の責めを負いません。 

ア 指定管理者がⅢの１の（１）に該当しなくなったとき。 

イ 本業務の遂行に際し、不正行為があったとき。 

ウ 区に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

エ 指定管理者が区との協定の内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 

オ 区が行う施設への調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨げ 
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たとき。 

カ 調査の結果に基づく区の改善指示に、正当な理由なく従わないとき。 

キ 応募書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

ク 違法行為や非行行為に関与するなど、当該指定管理者に管理業務を行わせて 

おくことが、社会通念上不適当と判断されるとき。 

ケ その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、事業の継続が困難になった    

 とき。 

コ 指定管理者から協定解除の申出があり、その理由を合理的なものと認めたと   

 き。 

サ 不可抗力の事由により、業務の継続が困難になったとき。 

 

（３）事業の継続が困難となった場合の措置 

ア 事業の継続が困難となり、指定が取り消される場合でも、次の指定管理者が 

円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるよう、適切な引継ぎを行わ 

なければなりません。 

イ  不可抗力等、指定管理者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続 

が困難となった場合は、管理継続の可否について協議することとします。 

 

問合せ先 

 

 

〒１０５－８５１１  

港区芝公園１丁目５番２５号  

港区芝地区総合支所管理課施設運営担当：松井、金沢 

電話：０３（３５７８）３１３５   

メールアドレス：minato76@city.minato.tokyo.jp 
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芝地区総合支所管理課 

 

港区立神明保育園における指定管理者及び応募事業者数について 

 

 

№ 指定期間 指定管理者名 応募事業者数 

１ 平成２４年９月１日～平成２９年３月３１日 株式会社日本保育サービス ４ 

２ 平成２９年４月１日～令和９年３月３１日 株式会社日本保育サービス １ 

 

 

令和８年９月１５日 資料№１４－２ 
保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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